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中国産業別資本投入の推計（ 2）
─産業別資本サービスの測定─

＊

孟　　　若　燕

＜要　　約＞
　本稿では，「中国産業別資本投入の推計（ ₁）」の続きとして中国₄₁産業の資本サービスの測定
について報告したい。今回，産業別資本サービスの測定に当たって，理論的アプローチを確認し
たうえで，資本ストックの再測定，すなわち，資本財別資本ストックデータベースの構築をはじ
め，産業別付加価値や産業別労働賃金のデータ収集と推計，資本収益率，資本サービス価格など
の指標の推計を行なう。先行研究などと比較して，今回の測定はいくつかの特徴を持っている。
　第 ₁に，資本財別資本ストックの測定を行なうことである。₁₉₉₆年以降『中国固定投資統計年
鑑』では建物・設備・その他の三つに分けた固定資産投資種類のデータを発表している。本測定
は既存のデータを用いてデータの欠落のある年について RAS法によって測定する。
　第 ₂に，農村部固定資産投資について調整を行なう。中国では，産業細分類の固定資産投資
データは都市部について発表しているが，農村のデータはない。今回はいくつかの仮定を設ける
ことによって農村部の産業別固定資産投資データを算出した。
　第 ₃に，資本サービス価格の測定において現行税制度を考慮しないケースと考慮するケースの
算出によって，推計結果の比較を行なった。
　本測定の結果を踏まえて，次のことがいえると思う。まず，資本投入は₂₀₀₁年を境界として，
急速に拡大していることが分かった。次に，資本生産性は資本投入の増大に伴って，₂₀₀₁年以降
低下傾向に変化した。しかし，非鉱工業は₂₀₀₁年以前でも，資本生産性の低下が見られる。さら
に，推測期間において，資本収益率も低下したが，全₄₁部門のうち，電力やその他鉱石採掘業，
不動産などの数少ない産業を除いて高い収益率を維持している。また，資本投入の質的変化に関
しては，全般的に低い上昇率しか見られなかったものの，₂₀₀₁年以降資本サービス価格の下落に
伴ってはっきりとした資本サービスの上昇が観察された。

＜キーワード＞
　中国の経済成長，資本ストック，資本サービス，資本収益率，資本生産性
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　新古典派の成長会計論の立場では，経済成長の要因のなかで労働や資本などの生産要素投入量
の増減だけでは説明しきれない部分は技術進歩率と解釈されており，全要素生産性（total factor 

productivity）とも呼ばれている。したがって，経済成長要因分析の分野では全要素生産性を用い
て分析を進めることが多い。全要素生産性分析にとって，本源的生産要素である資本サービスの
測定は不可欠であり，経済成長の考察に当たって大事な数量指標にもなっている。筆者は，中国
の資本サービス測定の第一歩─産業別資本ストックの測定の方法や結果，測定の特徴などにつ
いて，別の論文ですでに報告している（孟，₂₀₁₂）。本稿では，前論文の続きとして，中国₄₁産
業の資本サービスの測定について報告したい。測定の対象期間を鄧小平の「南巡講話」を契機と
して中国経済改革が加速した₁₉₉₂年から₂₀₀₉年までにしている。今回，産業別資本サービスの測
定に当たって，資本財別資本ストックデータベースの構築をはじめ，産業別付加価値や産業別労
働賃金のデータ収集と推計，資本収益率，資本サービス価格など一連の指標を推計した。先行研
究などと比較して，今回の測定にはいくつかの特徴がある。
　第 ₁に，資本財別資本ストックを測定することである。₁₉₉₆年以降『中国固定投資統計年鑑』
では建物・設備・その他の三つに分けた固定資産投資種類のデータを発表している。本測定では
既存のデータを用いて一部のデータ欠落のある年について測定している。
　第 ₂に，農村部固定資産投資を算入することである。中国では，産業細分類の投資データは都
市部に限定されている。今回は農村部の大分類データと都市部集団所有制企業のデータを用いた
推計によって，農村部の投資をとり入れるようにしている。
　第 ₃に，資本サービス価格の測定において，現行税制度を考慮しないケースと考慮するケース
を推計し，推計結果を比較する。
　本稿は，次のように構成されている。まず，第 ₁節では資本サービス測定のアプローチ，新古
典派の立場および中国についての経験的妥当性の問題に関する筆者の観点を明らかにしたい。第
₂節では，資本投入指数作成の方法論を検討する。第 ₃節では，資本所得，資本ストック，資本
サービスなどに分けて，データの整備について詳しく説明する。第 ₄節と第 ₅節では，推計結果
を示したうえで，今回の測定におけるいくつかの重要な仮定によって生じ得る問題点を指摘し，
最後に今後の研究課題について述べたい。

₁　資本サービスについて

　₁₉₅₀年代，ロバート・ソローは労働投入，資本ストック，技術進歩の三つの要素から，₂₀世紀
初期₄₀年間のアメリカ経済成長の要因を分析し，労働生産性の増加分のなかで ₈割以上が技術進
歩の貢献で，資本投入の貢献はわずか ₂割未満であるという結論を導いた。ソローの研究は，成
長要因を分析する道を切り拓いた画期的な偉業として認められつつあるなかで，技術進歩の貢献
の大きさが関心と疑問を集めた。ジョルゲンソンは，₁₉₆₃年に Capital Theory and Investment 

Behaviorという論文を発表し，新古典派資本蓄積論（例えば，Irving Fisherの効用最大化の理論）

の立場から生産過程に用いられるフローの資本サービス（capital service）の測定に関して新たな
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理論枠組を提示した。以来，ジョルゲンソンが提示した資本投入（capital input）測定のアプロー
チは，経済成長要因分析の研究分野および一部 OECD国の資本投入測定の実践において一つの
スタンダードとして使われている（Arrow et al., ₂₀₁₁）。
　ここでは，まず，ジョルゲンソンのアプローチの特徴を確認しておきたい。
　（ ₁）新古典派の最適資本蓄積理論に基づいて，経験的研究の立場から投資財需要関数を導出
する方法論である。新古典派以前のケインズ投資理論は内部収益率を重視する立場であった。
「ケインズに依ると，資本の限界効率は企業の予想する内部収益率である。ケインズでは，資本
の限界効率が利子率を上回っているとき投資が行なわれ，両者が等しくなるまで投資が続行され
る，逆に資本の限界効率が利子率を下回っているときは投資は行なわれない」（春名，₁₉₇₉）。一
方，新古典派的な投資理論は，経済主体の行動を静学的ではなく動学的に把握し，経済主体に
とって「将来時点に及ぶ最適資本蓄積の径路を見出すことにある」（春名，前掲論文）。将来時点
に及ぶ最適資本蓄積の径路はどう見出されるのか，その仮定および理論の骨組みについて辻村・
黒田は著書『日本経済の一般均衡分析』のなかでこのように論じている。「投資の主体と消費の
主体を同一の個人に定めて，その個人が生産の技術条件と生産物・労働・投資財・消費財の現在
及び将来の価格の有り方とを制約として，消費の現在及び将来にわたる系列からえられる効用を
極大にすると仮定する。そこで，すべての価格条件が所与のもとでは，生産計画が企業の現在価
値を極大化するように選択されることが上で述べた消費の効用極大の公準と矛盾しない唯一の原
理であるとするヒルシュライファーの証明をえて，新古典派理論の個人の行動を ₂つの段階に分
割する。すなわち，（ ₁）すべての価格条件を所与として，企業の現在価値を極大化することに
よって，生産物，資本用役，労働用役に関する最適径路を選択する。（ ₂）第一段階で選択した
生産計画に基づき企業が極大化した現在価値を制約として，将来にわたる消費系列から得られる
効用を極大化する，という ₂つの段階に分割することができる。そのとき，投資財需要は第 ₁段
階の最適資本蓄積の理論からもとめられる」（辻村・黒田，₁₉₇₄, p.₂₇₄）。この点についてまとめて
いうと，投資者と消費者の ₂役を兼ねている経済主体は，投資と消費それぞれの立場に立ってい
るときに，それぞれの段階において自ら求める効用を最大化する動機が働く結果，最適な投資行
動を通して最終的に最適な資本蓄積の径路に達することができる。
　（ ₂）生産要素の測定単位が生産に投入されたフローとしての生産要素のサービスであること
を主張し，資本コストシェアによって異質の資本財の集計を行ない，資本投入を測定する点であ
る。ジョルゲンソンの₁₉₆₃年の論文は，資本投入の測定に関して資本コストの概念を導入し，資
本コストを生産関数のなかにコンバインすることによって，フローとしての資本サービスを生産
性の測定に用いる方法論を構築した。資本サービスの対価について，ジョルゲンソンは，労働者
が提供した労働サービスに対して賃金を払わなければならないことと同じように，資産が提供し
た資本サービスには貸借価格を用いて対価を払うべきであると説明している。この貸借価格はさ
らに，利子率などファイナンス面のコストと税率や資本減耗など税制面のコストを考慮するうえ
での「シャドープライス」でなければならない。ここでは ₂点を確認したい。
　第 ₁に，生産要素のフロー量という捉え方は，ジョン・ロビンソンをはじめ（Robinson, ₁₉₅₄），
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ロバート・ソロー（Solow, ₁₉₅₆），ケネス・アロー（Arrow, ₁₉₆₂）らが生産関数の構築においてす
でに盛り込み，かならずしも新古典派の理論的創出ではなかったことを指摘したい（Jorgenson, 

₁₉₉₆）。
　第 ₂に，資本サービスの測定方法に関しては次節で具体的に検討するが，それは基本的には一
定技術制約のもとで過去に投資で形成された資本ストックに比例する資本のサービス量のデビジ
ア集計である。資本サービスと資本ストックの関係に関して，「生産に際しては，既存の資産と
しての資本賦存量が，ある資本サービスを提供すると考えることができる。資産の質的構成（例
えば，資本財の種類，筆者注）が一定であれば，そこから生まれる資本サービスが資産の賦存量に
比例するものと考えることは，資本サービス量の測定に関して ₁つのよい近似を与えるかもしれ
ない。逆に資産の質的構成が大きく変化する場合には，資本サービス量がみかけ上の資産価値額
に比例しないことも充分考えうるのである」（黒田，₁₉₈₄, p.₁₁₈）。つまり，資本財の構成変化が
なければ資本サービス量はイコール資本ストック量である。逆にいえば，理論上資本財の「質」
を正確に分別かつ同質的に扱うことができれば，資本財に体化された技術進歩は資本サービス量
に完全に反映されることになる。
　この点に関しては，泉・李の論文も指摘している（泉・李，₂₀₀₅）。泉・李論文は，「全労働生
産性」の測定において資本投入として産業連関表のなかの固定資本減耗量を用いている一方，全
要素生産性と全労働生産性の共通・相違点を比較する際に，資本サービスを用いて全要素生産性
を測る方法について次のように論じている。「「資本サービス量」とは文字通りに解すると固定資
本が生産過程でどれだけ貢献するかということであるから，技術開発があり固定資本の性能がよ
くなると，「資本サービス量」は大きくなる。そして「資本サービス量が正確に測定された場合
には，技術開発の前後で産出量／資本サービス量は変化しない。分子も分母も同じ比率で大きく
なる。資本のサービスの大きさは究極的にはそれがどれだけの産出を生み出すかということで表
現されるはずである。つまり固定資本投入量を資本サービス量と定義した場合には技術進歩の
あった場合でも資本生産性は一定となる。そもそも固定資本は，本質として，「生産をする手段」
なのだから，その性能，その質，そのサービス量はそれがどれだけ生産に貢献するかということ
を意味するはずである。資本投入量を資本サービス量であるという考え方にたつ実証的研究にお
いて一見資本生産性の変化が測定されているように見えるのは，資本サービス量が正確に測定で
きておらず誤差があるからである……私には先に述べたように資本サービス量（及び労働サービ
ス量）を正確に測定すると定義的には技術進歩率は ₀％になるのではないかと思われる」（泉・李，
前掲論文）。
　筆者は技術進歩の定義を限定する場合のみ以上の観点が正しいと思う。その場合の技術進歩は，
「体化された技術進歩」に限定するべきである。「技術進歩が資本または労働の「質」ないし「性
能」の向上という形をとる場合，その技術進歩は体化されたという。そうでない技術進歩は体化
されないと呼ぶ」（浜口，₂₀₀₄）。多くの技術進歩は新しい種類の資本設備のなかに体化されるの
で，このような技術進歩の効果は資本設備の「質」の測定や新しい資本設備の導入によってはじ
めて実現されるという考え方は，まさしく資本サービス測定の一つの意味である。しかし，実証
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研究の視点から，さまざまな資本財を「質」に基づいて分類することが到底不可能な結果，すべ
ての「体化された技術進歩」を測りきれないで終わってしまうことが多い。「資本投入量を資本
サービス量であるという考え方にたつ実証的研究において一見資本生産性の変化が測定されてい
るように見えるのは，資本サービス量が正確に測定できておらず誤差があるからである」という
批判はその意味で理解される。しかし一方で，「体化されない技術進歩」および「非技術的要因」
も存在している。それは既存設備をより効率的な利用，スピルオーバー効果，規模の経済性，循
環効果などに起因するものと考えられている。こうした起因による総合的結果は，資本サービス
量測定の定義に含まれていない。したがって，資本サービスから独立する形で技術進歩を測る必
要がある。
　以上，資本サービスについて考察してきたが，このアプローチを応用する際にもう一つの問題
が存在している。それは，中国経済に関する経験的妥当性の問題である。中国は，計画経済から
市場経済への移行期にある国であって，市場原理，とりわけ新古典派の想定する完全競争市場か
らかなりかけ離れた原理で動いているとされ，通常，その妥当性が否定されることが多い。特に
₁₉₈₀年代から₉₀年代にかけての中国は，まだ市場以外の原理で運営される経済活動が主流であっ
たからなおさら妥当ではない。これについて，筆者は次の ₃点を指摘したい。
　まず，経済発展を長期的に扱うことの重要性である。新古典派のコアとなっている限界生産力
命題や市場均衡理論が，さまざまな形態の資本主義が存在しているなかで，非現実的という批判
をつねに受けている。にもかかわらず，この仮定が依然として重要な位置を占めているのは，単
に経済原理のモデル化を推進したからだけではなく，経済発展を長期的視点から考察する場合は
十分に現実的であるからだと思われる。中国を見るときも，₃₀年の経済改革の流れと今後の方向
性がカギとなる。ハンガリーの経済学者コルナイが移行経済の市場移行に関して二つの指標を提
示した

1）
。生産手段の私有化と経済活動の市場支配である。₁₉₉₀年代末の中国は，主要な財の需給

が市場を通じて調節される段階に到達していたという観点が一般的である（加藤，₂₀₁₁）。生産手
段の私有化については，一部資本集約的産業で国有経済の割合が依然として高いことから完全に
クリアされているわけではない。しかし同時に，中国の国有企業がどれぐらい「市場経済型」の
性格を備えているという点については，適切に評価する必要がある。よく指摘されたように，国
有企業は，国内外で厳しい市場競争を展開しており，国有企業であれば赤字を政府が救済すると
いう構造はもはや中国には存在しない（加藤，前掲論文）。しかも，市場競争は製造業のみならず，
通信輸送，建築，商業，不動産などあらゆる分野で展開されている。一方，国有企業や集団所有
制企業と緊密な関係を持つ地方政府も，プレーヤとして積極的に後押ししている。全体的にいえ
ば，国有企業と私有企業が混在して相互に競争するという様相を見せながら（渡邊，₂₀₁₁），一部
の製造業とサービス業では国有企業が独占する状態が未だに続いている。改革の不十分または停
滞は，資本や労働など生産要素の過剰投入を招きがちであり，新古典派の命題の妥当性が低くな

 ₁）　コルナイは「体制転換」に関して「共産党が政治的な独占的権力を失うこと」という指標も示したが，
加藤氏はそれは広義の意味での市場移行であるので議論から外した（加藤，₂₀₁₁）。
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る要因でもある。そのため，制度経済学やほかの実証方法との併用は望ましい。しかし，中国の
改革の流れを見ている限り，市場化という趨勢は曲折があっても大きな方向は変わるはずがない。
　次に，「体化された技術進歩」と「体化されない技術進歩」を別々に測定する重要性。計画経
済から市場経済に移行する段階では，この ₂種類の技術進歩が同時に起きる可能性は十分に大き
い。経済発展初期の段階で，外国から資本設備を導入することによって，「体化された技術進歩」
を実現し，いわゆる後発の利益を享受できる。その後，技術の波及効果と自前の技術開発が促進
され，自国産の設備による第 ₂ラウンドの「体化された技術進歩」に繫がる。こうした「体化さ
れた技術進歩」は，理論上，資本投入の「量的成長」と「質的成長」によって確認できる。一方，
既存設備の使用の効率化，スピルオーバー効果などによる「体化された技術進歩」も発生する。
同時に，制度改革や管理システムの改善，資源配分メカニズムの近代化によって，「非制度的技
術進歩」も同時に期待できる。なぜなら，これらの改革・改善は必ずしも費用を伴わずに生産性
を上昇させる効果を持つからである。費用を伴わない「技術進歩」の発生の有無を確認するのは，
生産要素の投入ではなく，全要素生産性を求めることになるだろう。この意味で，ジョルゲンソ
ンの新古典派的生産要素の測定方法は中国研究にとっても重要性が高い。
　さらに，産業部門別に考察する重要性を挙げたい。中国では，市場経済の浸透は産業・業種・
規模によってさまざまである。産業組織の面では，国有企業の民営化が本格的に展開された₉₀年
代半ばから，政府はいわゆる「抓大放小（企業をつかみ中小企業を放つ）」方針を実施している。
一部産業の国有企業は集中度の向上が要求され，吸収合併・部品の内製化などあらゆる手段で企
業の規模を拡大してきた。産業領域の面では，競争力のない分野からは国有資本を基本的に撤退
する方針をとり，安全保障関連・自然独占（郵政，電信，交通インフラなど公共性事業），先端技術，
エネルギーをはじめ，鉄鋼，石油化学などの戦略的な基幹産業については国有資本の支配的地位
を確保する，という二本の柱があった。筆者が行なった全₄₆産業の資本ストックに対する調査で
は，非国有資本が₅₀％以上を占める産業または非国有資本のシェアが国有資本を上回る産業は，
₁₉₈₃年にそれぞれゼロ部門と ₇部門しかなかったが，₂₀₀₉年にはそれぞれ ₆部門，₂₄部門まで伸
びており，合わせて₃₀部門になっていることが分かった。また，石油天然ガス採掘，情報通信，
たばこ，輸送郵便事業の ₄部門を除き，国有経済と混在して相互に競争する形をとっていること
も確認された。市場化が産業によって異なる展開を見せているなかで，産業別のデータに基づい
てより正確に分析する必要があると思う。

₂　資本投入指数作成の方法

　第 ₁節では，資本投入について，資本投入が資本ストックそのものではなく，資本サービス量
でなければならないという新古典派的な考え方を検討した。ここで，i産業の資本サービス投入
量 K 

iについて，離散型のトランスログ数量指数を次のように定義する。

　　　　　　　　　　　　　　lnKt
i－lnKt－1

i ＝ΣV 
ik（lnKt

ik－lnKt－1
ik ） （ ₁）
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ただし，等符号右側の K 
ikは i産業に対して k種類の資本の投入量である。また V 

ikはウェイトで，
₂時点のウェイトの平均として求めることとなる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　V 
ik＝₁/₂（V t

ik＋V t－1
ik ） （ ₂）

このとき，K 
ikの配分比率は，利潤を極大化させる条件として，それぞれの固定資産の限界生産

力が価格に等しいという限界生産力命題の成立を許せば，t時点の V t
ikは次のように表わすことが

できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　V t
ik＝p t

ik k t
ik /Σp t

ik k t
ik （ ₃）

（ ₃）式は総資本コストに占める k番目の資本の分配率を示しているけれど，価格 p 
ikは資本サー

ビスの価格にほかならない。
　資本サービス価格に対して，新古典派の競争均衡の成立する世界では，二つの要素を取り入れ
ている。
　一つは資本収益率である。新古典派経済理論の立場では，「将来の生活活動によって利益をう
るか，またその同額の資本額を他人に貸すことによって，将来の利子収入をうるか，どちらかの
選択の余地をもっているはずである。完全競争の均衡が成立すれば， ₂つの方法それぞれからえ
られる収益額は等しく無差別になっており，そして，そのような均衡の成立する水準に利子率も
しくは収益率が裁定の結果定まるはずである」（黒田，₁₉₈₄）。したがって，資本サービス価格 P t

は，

　　　　　　　　　　　　 Pt＝r t q t－1＋δq t－（qt－qt－1）
　　　　　　　　　　　　 　＝q t｛r t・q t－1 /q t＋δ－（qt－qt－1）/qt｝ （ ₄）

となる（推定については黒田，₁₉₈₄, pp.₁₂₂⊖ ₅ を参照されたい）。ただし，r tは t年の資本収益率，δ
は資本減耗率，q tは t年の資本財価格である。（ ₄）式では，資本サービス価格の形成は，企業
の内部収益率，資本減耗率およびキャピタルゲイン・ロスに依存していることが示されている。
資本財は多種類ある場合は，資本財価格や資本減耗率が異なることがありうる。しかし，新古典
派の市場原理の下では，異質な資本サービス間の資本収益率が均等になる。よって，i産業部門
の資本コスト（compensation of capital）は資本サービス価格に資本サービス量を乗じるものにな
る。式で表わすと，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Bt
i＝Σj

k=1Pt
ikK ik （ ₅）

になる。さらに，（ ₄）式を（ ₅）式に代入すると，



三 田 商 学 研 究36

　　　　　　　　　　　 （ ₆）

（ ₆）式に基づいて，t時点の所得の資本への分配分 B t
i，資本減耗率μik，資本財価格指数が与え

られれば i産業の資本収益率 r t
iが求められる。さらに（ ₄）式により資本サービス価格が算出で

きる。
　もう一つは税体系である。ジョルゲンソンの投資理論体系によれば，資本投入の貸借価格は税
体系にも依存している。「租税政策は，資本投入の賃借価格を通じて投資に影響を及ぼす。この
価格は，投資財価格，資本コスト（利子率，高川注），税率，課税目的のための減価償却算定方式
および投資税額控除の水準に依存する」（高川，₁₉₇₉）。中国の税体系を考察すると，資本財が販
売された後に資本コストに影響する関連税制は三つである。一つ目は増値税（value added tax）で
ある。増値税とは，物の取引を対象とした付加価値税であるが，サービスの提供のなかでも加
工・修理といったものは増値税の対象に含まれている（伏見・楊，₂₀₀₉, pp.₈₀⊖₉₈）。二つ目は，固
定資産投資方向調節税である。中国国内の固定資産投資についてその投資額を課税対象とする税
である。ただし，₂₀₀₂年以降，内需拡大および投資促進のため，徴収を中止することになった。
三つ目は，企業所得税である。企業所得税を考慮する場合の資本サービス価格 P t＊と所得税・固
定資産投資方向調節税を両方取り入れた資本サービス価格 P t＊＊は次のように導出される（導出に
関して，野村，₂₀₀₄，pp.₁₈₃⊖₂₀₀を参照されたい）。

　　　　　　　　　　P t＊＝（₁－uz）/（₁－u）｛（r t－πt）q t－₁＋δq t｝ （ ₇）
　　　　　　　　　　P t＊＊＝｛₁＋（₁－u）ω－uz/（₁－u）｝｛（r t－πt）q t－₁＋δq t｝ （ ₈）

ただしπ＝（q t－ q t－₁）/q t－₁，uは企業所得税率，ωは固定資産税率である。増値税を考慮する場
合は，生産者価格評価の販売金に対する課税という性質から，vqtを取り入れることにより資本
サービス価格は上昇することになる。その際，（ ₇），（ ₈）式はそれぞれ（ ₉），（₁₀）式のよう
になる。

　　　　　　　　P t＊＊＊＝（₁－uz）/（₁－u）｛（r t－πt）q t－₁＋δq t｝＋vqt （ ₉）
　　　　　　　　P t＊＊＊＊＝｛₁＋（₁－u）ω－uz/（₁－u）｝｛（r t－πt）q t－₁＋δq t｝＋vqt （₁₀）

上記の（ ₉），（₁₀）式を（ ₅），（ ₆）式に代入し，資本サービスが求められる。
　本論文は，方法論の検討も目的の一つにしているので，中国の税制度をどのように反映させる
べきかを相対的に見るために，税制度を考慮するケースと考慮しないケースに分けて論じたい。
そのために，測定は税制度を外す（ ₄）式と税制度を考慮する（₁₀）式を中心に行う。

B t
i＝Σj

k=1qt
ik｛r t

i q t－1
ik /q t

ik＋δik－（q t
ik－q t－1

ik ）/q t
ik｝Kik
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₃ 　データの作成について

　以上で示したように，資本サービスの測定は，資本サービス価格の測定，資本サービス投入量
の測定，資本サービス投入成長率の測定といった作業を通じて行わなければならない。（ ₁）～
（ ₃）式で見たように，新古典派の考えている資本投入量の成長率は，多種類にわたる資本財の
投入量の離散型デビジア指数による集計であり，デビジア指数を求める過程でそれぞれの資本財
のコストシェア（総コストに対する当資本財のシェア）の情報が不可欠である。その意味で，資本
サービス価格の推計が重要な一歩である。もう一つ大事なのは多種類資本財の資本ストックの推
定である。前論文では資本ストックの推定を行なったが，所有制別かつ産業別資本投入の状況を
明らかにすることを優先したので，資本財別の固定資産投資に関する所有制別の情報が欠落して
いる状況の下では，資本財別の資本ストックの測定はあきらめざるを得なかった。今回の測定は，
資本財別かつ産業別の資本投入の測定を試みるという意味で，所有制別の測定はできなくなる。
いわば，両立できない状態である。今後，中国政府発表のデータが徐々に整備されれば再計算す
る形で行ないたいと考えている。
　資本サービス価格について，本測定は税体制を考慮した資本サービスの価格の測定を試みたい
ので，上の（₁₀）式を用いて進めることになる。この式によれば，産業別の資本サービス価格を
計算するに当たって，産業別の企業所得税率（u），固定資産投資方向調節税率（ω），資本財別
₁単位の将来にわたって生じる総資本減耗額の現在価値（z），資本収益率（r），投資財価格指数
（π），資本財別の資本減耗率（δ），投資財価格（q），実効価値税率（v）といった多種類の情報
が必要となる。このなかの r以外の情報は公表の資料から求めることができるが，rをまず決め
なければならない。資本収益率 rを決めるために，（₁₀）式を（ ₄）式に代入して計算する方法
がある。この作業を行うに際して，上に挙げた情報以外に，資本コスト（B）を計算しておかな
ければならない。次に以上の必要なデータの作成を検討する。

（ ₁）　資本コストの測定
　資本コストとは，生産コスト構成要素のうち，営業余剰や資本減耗金，生産税に当たる部分で
ある。具体的には，付加価値から雇用者報酬を引いて算定したものである。分配面からみれば資
本所得に当たる。そのために，産業ごとの付加価値額と雇用者報酬額が必要である。
　 1）産業別付加価値と実質化

　中国統計当局は₁₉₉₂年から付加価値（中国語：増加値）を発表することになった
2）
。しかし，二

つの問題点がある。一つは，統計範囲の問題である。中国の付加価値に関する発表は ₂通りある。
まず大分類について産業 GDPが発表されている。大分類は，農林牧畜業，鉱工業，電力，建築，

 ₂）　₁₉₉₁年以前，鉱工業について「浄産値」が発表されている。「浄産値」とは，付加価値から資本減耗額を
差し引いたものである。
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輸送郵便，商業，宿泊飲食関連，不動産，その他の ₉産業を含む。次に鉱工業の細分類について，
一定規模以上の企業のみを入れる総付加価値額が発表されている。₁₉₉₂年から₁₉₉₇年までは，「独
立核算工業企業」と呼ばれる「郷レベル以上の企業」が選ばれていた。₁₉₉₈年以後，鉱工業部門
の統計範囲が見直された結果，「全国有企業および一定規模以上（年売上高が₅₀₀万元以上）の非
国有企業」が選ばれることになった。鉱工業 GDPの規模に比べると，₁₉₉₂年の「独立核算工業
企業」の総付加価値は₇₄％（『中国統計年鑑』₁₉₉₃

3）
），₂₀₀₁年の「全国有企業および一定規模以上

の非国有企業」の総付加価値は₆₆.₅％を占めていた（『中国統計年鑑』₂₀₀₂）。つまり，₁₉₉₂年以降
鉱工業細分類に関する ₂種類の産業別付加価値額は，いずれも鉱工業 GDPの ₆～ ₈割程度しか
反映されていないのである。しかし一方，資本コストのデータ作成においては雇用者報酬のデー
タも必要となり，また資本サービス成長率を求めるには資本ストックの推計もしておく必要があ
る。中国では，付加価値額や雇用者報酬，固定資産投資の産業別統計範囲がそれぞれ異なってい
る。資本コストや資本サービス成長率の計算を可能にするためには，これらの範囲を統一しなけ
ればならない。ここではまず鉱工業細分類の付加価値の割合を用い，鉱工業の GDPを按分する
ことによって細分類の産業別 GDPを得た。
　もう一つはデータの欠落という問題である。具体的には，₁₉₉₈年，₂₀₀₄年，₂₀₀₈年，₂₀₀₉年に
は細分類の付加価値データが発表されていない。理由は不明だが，それぞれの時期に国民計算体
系の見直しが実行されることが多かった。時系列のデータを得るために，当該年の鉱工業 GDP

と基準年の産業構成比を用いて推計を行なった。₁₉₉₉ ～ ₂₀₀₁年の ₃年間には，付加価値額では
なく全鉱工業に占める割合が発表されたので，それぞれに基づいて計算した。
　産業別付加価値の実質化については，ダブルデフレーション法を使用するのが一般的である

4）
。

しかし，実質産出価額と実質中間投入価額の差（ダブルデフレーション）によって求められる付
加価値額には，一つの欠点としてマイナスの付加価値額が生ずる可能性があることがしばしば指
摘される。さらに，計算過程において，中間投入のデータを得るために産業連関表を利用できる
が，産業分類は産業連関表の分類に合わせて調整しなければならないし，部門数において制限を
受ける。そのため，本測定では，鉱工業に関しては産業部門の産出価格指数，非鉱工業に関して
は GDP数量指数による価格指数の導出によって，シングルデフレーションという簡便法を使用
した。こうしたデータは『中国統計年鑑』から得られる。
　 2）雇用者報酬について

　企業が事業を進めるための資本に対する支出は通常，資本コストといわれている。一般的に，
「営業余剰」，「資本減耗額」，「生産・輸入に課された税金」からなっている。この測定において

 ₃）　₁₉₉₈年以降に発表された₁₉₉₁ ～ ₁₉₉₄年の工業総生産額は，₉₅年の第 ₃次工業センサスに基づき調整が行
われ，それも「総生産額」が「産業別の生産額の合計」を上回った一つの原因といわれている（『中国統計
年鑑』₁₉₉₈）。

 ₄）　ダブルデフレーション法は名目付加価値額を直接実質化せずに，その算出過程に従って，名目産出価額
と名目中間投入価額をそれぞれの価格指数（デフレーター）によって実質化して，結果として得られる実
質産出価額と実質中間投入価額の差額として付加価値を実質化する（林，₂₀₀₆）。
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は，「付加価値額」と「雇用者報酬額」の差として計算される。上記では産業別付加価値額につ
いて検討したが，次に雇用者報酬のデータ作りについて述べたい。
　『中国労働統計年鑑』の雇用者報酬（賃金）の統計から，改革開放以降の農業や採掘業，製造
業など ₉産業を含む大分類のデータが得られるが，採掘業と製造業に関する詳しい産業分類の
データは₁₉₉₂年までなかった。その後，₁₉₉₂年から産業別都市部就業者の賃金総額を発表し，
₁₉₉₈年から，産業別の賃金総額以外に，「国有企業」に限って産業別データを発表することに
なった。さらに，₂₀₀₃年から「国有企業」のみならず「都市部集団企業」と「その他の企業」も
発表するようになった。しかし，これらのデータはあくまで都市部に限っており，農村部に関す
る産業別の賃金統計がない。そこで，賃金データは付加価値や資本ストックとの整合性はとれな
い状況が生じる。この問題を解決するには，郷鎮企業・農村部私営企業・農民の収入を組み入れ
る必要がある。
　雇用者報酬データの作成は次のように行った。
　まず，都市部の産業別データを整理する。産業を二つに分け別々に対応している。一つには農
林水産業や電力，建築，各サービス業が入っている。もう一つは採掘と製造業である。前者に関
して『中国労働統計年鑑』では，₁₉₈₀年以降，農林水産業，採掘，製造業，電力，建築，地質探
査，輸送郵便，商業，金融，不動産，社会サービス，衛生・社会保障・福祉，科学技術，国家機
関，その他の₁₅部門の雇用者報酬総額が発表された。₁₉₉₃年から₂₀₀₁年まで，サービス分野はさ
らに公共施設サービス，居民サービス，旅館，レンタル業，観光，娯楽，情報通信，コンピュー
タサービスなどと細かく分類されるようになっていた。₂₀₀₂年以降，こうしたサービス分野は情
報通信，宿泊外食，ビジネスサービス，水利・環境，文化体育，居民サービス，教育，科学技
術・研究のように分類が変わった。時期によって産業分類が異なったため，統合しなければなら
ない。ここでは，まず産業分類を農林水産，電力，建築，郵送郵便，情報通信，商業，金融，不
動産，社会サービス，衛生・福祉，教育・文化・娯楽，科学技術，国家機関・社会組織と₁₃部門
に統合した。次に，所有制別については，₁₉₈₀年から国有企業，₁₉₈₅年から集団所有制企業とそ
の他所有制企業のデータが発表されたので，これらを集計して都市部農林水産業や電力，建築，
サービス業などの賃金データを得た。
　採掘業と製造業の構成に関して政府の発表は₁₉₉₂年以降であったが，₁₉₉₂年から₂₀₀₁年までの
あいだ₃₇部門の就業者人数と平均賃金が発表されているので，賃金総額が計算できる。₂₀₀₂年以
降，₃₇部門の雇用者報酬総額データが直接，当局によって発表されたので入手できる。こうして，
本測定の対象期間となっている₁₉₉₂ ～ ₂₀₀₉年について，基本的にデータは収集できるが，国有
企業をはじめとする所有制別の賃金データの発表は₁₉₉₈年以後のことである。上述のように，統
計当局はまず₁₉₉₈年から国有部門の₃₇部門の賃金総額を発表し，₂₀₀₃年から集団所有制企業・そ
の他企業についても発表した。これによって₁₉₉₈年以降の採掘業・製造業に関する細分類された
賃金データが入手できる。
　次に，農村部の産業別データの収集について述べる。中国では，農村イコール農業ではない。
改革開放後，農業生産性が上昇した結果，農民には資金的余剰，農村部には労働力の余剰が発生
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した。こうした余剰が徐々に増加することに比べ都市部の産業化が遅れたため，政府は農民たち
が地元に投資し起業することを支援していた。これをきっかけに農村部に集団所有制企業（郷鎮
企業）や私営企業が生まれ，成長してきた。しかし労働統計の現状では，農村部における郷鎮企
業や私営企業に関して大分類産業別の就業者数のみ発表され，賃金に関してはない。ここでは，
いくつかの仮定を設けながら郷鎮企業と農村部私営企業の産業別賃金額を算出しなければならな
い。仮定は次のとおりである。
（a）　同一産業部門内において，都市部集団所有制の平均賃金を郷鎮企業に適用する。
（b）　 同一産業部門内において，都市部その他企業（私営企業・株式制企業などを含む）の平均

賃金を農村部私営企業に適用する。
（c）　採掘業・製造業について，都市部集団所有制の産業間労働配分を郷鎮企業に適用する。
（d）　 採掘業・製造業について，都市部私営企業の産業間労働配分を農村部私営企業にも適用

する。
　これらの仮定をもとに計算するのはいろいろなバイアスをもたらすであろうが，最も懸念され

表 1　都市部就業者数（1985 〜 2009）

　　（万人）

年 総就業者数 内： 　　 誤差
国有 集団所有制 その他 計

₁₉₈₅ ₁₂,₈₀₈ ₈,₉₉₀ ₃,₃₂₄ ₄₉₄ ₁₂,₈₀₈ ₀
₁₉₈₆ ₁₃,₂₉₃ ₉,₃₃₃ ₃,₄₂₁ ₅₂₆ ₁₃,₂₈₀ ₁₃
₁₉₈₇ ₁₃,₇₈₃ ₉,₆₅₄ ₃,₄₈₈ ₆₁₉ ₁₃,₇₆₁ ₂₂
₁₉₈₈ ₁₄,₂₆₇ ₉,₉₈₄ ₃,₅₂₇ ₇₂₂ ₁₄,₂₃₃ ₃₄
₁₉₈₉ ₁₄,₃₉₀ ₁₀,₁₀₈ ₃,₅₀₂ ₇₃₀ ₁₄,₃₄₀ ₅₀
₁₉₉₀ ₁₄,₇₃₀ ₁₀,₃₄₆ ₃,₅₄₉ ₈₃₃ ₁₄,₇₂₈ ₂
₁₉₉₁ ₁₇,₄₆₅ ₁₀,₆₆₄ ₃,₆₂₈ ₉₇₄ ₁₅,₂₆₆ ₂,₁₉₉
₁₉₉₂ ₁₇,₈₆₁ ₁₀,₈₈₉ ₃,₆₂₁ ₁,₁₁₅ ₁₅,₆₂₅ ₂,₂₃₆
₁₉₉₃ ₁₈,₂₆₂ ₁₀,₉₂₀ ₃,₃₉₃ ₁,₇₉₈ ₁₆,₁₁₁ ₂,₁₅₁
₁₉₉₄ ₁₈,₆₅₃ ₁₁,₂₁₄ ₃,₂₈₅ ₂,₃₀₇ ₁₆,₈₀₆ ₁,₈₄₇
₁₉₉₅ ₁₉,₀₄₀ ₁₁,₂₆₁ ₃,₁₄₇ ₂,₉₂₈ ₁₇,₃₃₆ ₁,₇₀₄
₁₉₉₆ ₁₉,₉₂₂ ₁₁,₂₄₄ ₃,₀₁₆ ₃,₂₈₁ ₁₇,₅₄₁ ₂,₃₈₁
₁₉₉₇ ₂₀,₇₈₁ ₁₁,₀₄₄ ₂,₈₈₃ ₃,₇₆₁ ₁₇,₆₈₈ ₃,₀₉₃
₁₉₉₈ ₂₁,₆₁₆ ₉,₀₅₈ ₁,₉₆₃ ₄,₈₉₇ ₁₅,₉₁₈ ₅,₆₉₈
₁₉₉₉ ₂₂,₄₁₂ ₈,₅₇₂ ₁,₇₁₂ ₅,₂₉₂ ₁₅,₅₇₅ ₆,₈₃₇
₂₀₀₀ ₂₃,₁₅₁ ₈,₁₀₂ ₁,₄₉₉ ₅,₃₈₈ ₁₄,₉₈₉ ₈,₁₆₂
₂₀₀₁ ₂₄,₁₂₃ ₇,₆₄₀ ₁,₂₉₁ ₅,₈₅₁ ₁₄,₇₈₁ ₉,₃₄₂
₂₀₀₂ ₂₅,₁₅₉ ₇,₁₆₃ ₁,₁₂₂ ₆,₈₅₂ ₁₅,₁₃₇ ₁₀,₀₂₂
₂₀₀₃ ₂₆,₂₃₀ ₆,₈₇₆ ₉₉₉ ₇,₈₅₅ ₁₅,₇₃₁ ₁₀,₄₉₉
₂₀₀₄ ₂₇,₂₉₃ ₆,₇₁₀ ₈₉₇ ₈,₈₄₅ ₁₆,₄₅₂ ₁₀,₈₄₁
₂₀₀₅ ₂₈,₃₈₉ ₆,₄₈₈ ₈₁₀ ₁₀,₁₆₃ ₁₇,₄₆₁ ₁₀,₉₂₈
₂₀₀₆ ₂₉,₆₃₀ ₆,₄₃₀ ₇₆₄ ₁₁,₂₅₈ ₁₈,₄₅₂ ₁₁,₁₇₈
₂₀₀₇ ₃₀,₉₅₃ ₆,₄₂₄ ₇₁₈ ₁₂,₅₅₀ ₁₉,₆₉₂ ₁₁,₂₆₁
₂₀₀₈ ₃₂,₁₀₃ ₆,₄₄₇ ₆₆₂ ₁₃,₅₉₆ ₂₀,₇₀₅ ₁₁,₃₉₈
₂₀₀₉ ₃₃,₃₂₂ ₆,₄₂₀ ₆₁₈ ₁₅,₀₇₄ ₂₂,₁₁₃ ₁₁,₂₀₉

（出所）　『中国労働統計年鑑』₂₀₁₀年版，第 ₄ ⊖ ₂ 表により計算。
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るのは（c）（d）で反映される就業構造の問題である。これについては今後の課題とし，今回の
測定ではこれらの仮定のもとで計算を進めている。
　雇用者報酬総額を構成する最後の部分は農業に従事する農民の収入である。農業に従事する農
民の収入は労働統計から直接に得られないため，次のように推計している。就業者数については，
政府発表の「都市・農村総就業者数」のうち，農村部の就業者数から「郷鎮企業」「私営企業」
「個人企業」の就業者数を引いて得ることができる。賃金については，『中国統計年鑑』で公表さ
れた農村部の「 ₁人当たり年平均収入」を使用して賃金総額を求める。
　以上で見たように，都市と農村それぞれの各形態における仕事に従事する人員の賃金額を求め
ることで最終的に産業別の雇用者報酬総額データを作成した。しかし，最後にもう一つの問題が
残っている。『中国統計年鑑』で発表された都市部の総就業者数を，各形態の就業者数の合計と
比べると，両者の間に大きな「誤差」が存在していることが分かった。表 ₁は₁₉₈₅年以来の都市
部就業者数を示している。就業者数の内訳は「国有部門」「都市部集団所有制部門」「その他部
門」の三つである。誤差の規模は，₁₉₈₆年には₁₃万人規模であったが，₁₉₉₁年に₂,₁₉₉万人，
₂₀₀₂年₁₀,₀₂₂万人，₂₀₀₅年₁₀,₉₂₈万人，₂₀₀₉年₁₁,₂₀₉万人と拡大する一方である。『中国統計年
鑑』では誤差について説明がない。筆者はこの人数は出稼ぎ労働者（農民工）の一部だと考えて
いる。主な理由は次の ₃点である。第 ₁に，都市部総労働者数と各形態の企業に働く労働者数の
差なので，都市部の労働力を反映するのは間違いない。出稼ぎ労働者は流動性が高く，就業形態
が多種多様で年度単位の企業就業調査には反映されにくい。しかし，一部長期的に雇用される場
合もあるので，この誤差は出稼ぎ労働者のうちの一部と思われる。第 ₂に，武志剛・張恒春の報
告で提供された中国出稼ぎ労働者数の推移である（武・張，₂₀₁₀, p. ₁₂⊖₂₂）。同報告は₂₀₀₃年に始
まった「全国農村労働力移行追跡調査」のデータに基づいて推計を行った結果を発表したもので
ある。これによると，外出の農民工の規模は₂₀₀₃年₁₀,₈₈₆万人，₂₀₀₅年₁₁,₇₈₈万人，₂₀₀₉年
₁₄,₆₇₈万人と規模が近似している

5）
。ただ，表 ₁の誤差より人数が多い。考えられるのは，ここに

は農村部の間での出稼ぎ労働者も含まれているということである。第 ₃に，山本恒人の論文で似
た計算と結論が提示されている。山本氏は中国₃₁省・直轄市・自治区の就業者数の合計と₃₁省・
直轄市・自治区における各経済単位の就業者数の合計を比較して，誤差があることを確認した。
長年『中国年鑑』の労働統計の編集を担当した氏は誤差は「農民工（出稼ぎ労働者）」によるもの
だと断定し，₂₀₀₃年からその項目を立てることにした（山本，₂₀₀₃）。しかし，出稼ぎ労働者の就
業構造は時系列データを欠いているため，今回の産業別賃金推計ではこの部分を入れていない。

（ ₂）　資産種類別資本ストックの推計
　生産的資本ストックの推計は恒久棚卸法（Perpetual Inventory Method，PIMと省略している）を
用いて行った。t年の生産的資本ストックは当年の投資（実質値）と資本減耗額控除後の前年の

 ₅）　データの出所は，武・張（₂₀₁₀）を参照されたい。出稼ぎ労働者は「外出」と「当地」に分けられてい
る。地元農業以外の産業で ₆カ月以上に働く場合は「当地」で，地元以外は「外出」である（国家統計局
農村司，₂₀₁₀， pp.₁⊖₁₁）。
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生産的資本ストック（実質値）の合計値とイコールであり，（₁₁）式になっている。式の導出に
関して冒頭で挙げた筆者の前掲論文を参照されたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　K t
ik＝I t

ik＋（₁＋δ）K t－₁
ik  （₁₁）

ただし，下付文字の kは資本財の種類を指しており，ここでは建物と設備となっている。（₁₁）

式に従った主な推計のステップは次のとおりである。
　 1）　固定資産投資系列

　本測定は対象期間を₁₉₉₂年～ ₂₀₀₉年，基準年を₁₉₉₂年にしている。ベンチマーク年（₁₉₈₀年）

の資本ストックのデータを作るためには原則として，最も長い資本財耐用年間の固定資本投資系
列を作らなければならない。資本財の耐用期間について，建物と設備がそれぞれ₄₀年，₁₆年だと
すれば，₁₉₅₃年以降の固定資産投資系列が必要とされる。中国で産業別かつ資産種類別の固定資
産投資データが正式に発表されたのは₁₉₉₆年以降であり，また₂₀₀₂年まではデータの公表は断続
的であった。『中国固定資産投資年鑑』から₁₉₉₆年，₁₉₉₈年，₂₀₀₂年の産業別×資産種類別の固
定資産投資額が得られるが，この期間中のほかの年のデータは見当たらない。資産種類は「建
物」，「設備」，「その他」の三つに分けられている。このうち「その他」という項目は，固定資産
の買い入れにおいて建物や設備・器具の直接購入以外に発生した諸費用である。本測定は固定資
産の投資による資本ストックをベースにするため，「その他」の諸費用を入れていない

6）
。

　全投資のうち，国有部門については，計画経済の時期に確立された投資計画管理のチャンネル
があって，それによって「基本建設」「更新改造」「その他」の三つの分類で管理された経緯があ
る。この時期の国有部門固定資産投資は依然としてこうした計画管理チャンネルを反映するもの
であった。非国有部門について，例えば，聯営，株式制，香港・マカオを含む外資の固定資産投
資は別の形で発表される。この二つの部門の値を集計すると各種類の所有制形態の投資データを
得られる。この測定において₁₉₉₂年から₂₀₀₂年までの期間については，₁₉₉₆年，₁₉₉₈年，₂₀₀₂年
以外の年の産業別×資産種類別の ₂次元クロス分類の投資額を RAS法で推計した。
　RAS法は，Richard Stone によって開発され（金子，₁₉₇₇），部分的な情報が与えられるもとで
マトリックス上の縦および横の構成比の変化を推計するのに用いられていることが知られている。
これは，マトリックスの行和と列和の情報を二つのコントロール・トータル（制約）として，マ
トリックスの各マスの値を，二つのコントロール・トータルを満たすまで逐次収束計算を実行す
る方法である。産業別×資産種類別の ₂次元にクロス分類された投資額を推計する場合，産業別
の投資額ベクトルと資産種類別の投資額ベクトルそれぞれのコントロール・トータルとして，以
上で集計した₁₉₉₆年，₁₉₉₈年，₂₀₀₂年それぞれの産業×資産種類の投資額を逐次収束計算の初期

 ₆）　中国統計当局の専門家によると，その他の諸費用は具体的には古い建物の購入，それに関係する木材の
購入，土壌改良，環境整備，家具購入，管理費用，土地購入費用，住民移住の補助，プロジェクトの研究
費用，設備検査費用などを含んでいる。後述するように，土地購入費用の増大によって諸費用の割合が
年々増加しているため，今後諸費用の一部を固定資産として計上する必要がある。
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値マトリックとして計算を行なう。
　₂₀₀₃年以降については『中国固定資産投資年鑑』₂₀₀₄年以降の各号からデータが入手できるが，
しかし産業別データについては都市部（中国語：城鎮）のもののみが発表され，₂₀₀₂年以前も含
めて農村部の固定資産投資については大分類しかない。具体的には，採掘業・製造業において細
分類された投資額がない。しかし，₂₀₀₄年を例にしてみれば，全社会固定資産投資額₇₀,₄₇₇.₄₄億
元のうち都市部が₅₉,₀₂₈.₁₉億元で，全体のおよそ ₈割を占める。また，₂₀₀₃年から₂₀₀₉年の間に
農村部の投資規模は依然として拡大している。他の指標との整合性を考慮して農村部の投資額を
計上しなければならない。農村部の投資額は，資産種類別から見れば，建物，道路，橋，設備，
水利設備，その他となっている。このうち，道路や橋などはインフラ整備に属すべき投資で，こ
こでは建物，設備（水利を含む），その他の三つを固定資産として計上した。しかし，産業別×資
産別のクロス分類の構成がないため，全産業の平均比率で各産業の投資額を按分する。農村部の
うち，特に非農家における採掘業・製造業の割合が高いので，各年における集団所有制企業の構
成比を用いて細分化した。
　最後に，基準年の資本ストックを推計するために，₁₉₅₃年から₁₉₉₁年の固定資産額を利用した。
産業別×資産種類別のクロス分類のデータを求めるために，まず産業別データを作り，各年全体
の資産種類の構成とともにコントロール・トータルとして，RAS法によって推計した。産業別
データの作り方に関しては筆者の前掲論文を参照されたい（孟，₂₀₁₂）。
　 2）　投資価格指数

　中国では，資産種類別の固定資産投資価格指数は₁₉₉₂年から発表されている。本測定では，
₁₉₉₂年から₂₀₀₉年までに関しては，こうした指数を使った。一方，₁₉₅₃年から₁₉₉₁年までの期間
については，建物は「建築業」，設備は「工業」それぞれの価格指数で代用することにした。
　 3）　固定資本減耗

　資本財の生産効率の低下を反映する典型的な劣化パターンの一つは幾何分布（geometric 

distribution）である。再生理論を運用して，資本財の劣化するパターンにおいて幾何分布を仮定
するとき，補塡投資量は資本ストックの一定比率になり，年齢─効率プロファイルと年齢─価格
プロファイルの減耗パターンが同形になる。所与の製造年に対して，資本財における平均的効率
の低下は幾何級数的な形をたどる可能性が高い（Schreger，₂₀₀₁）。結果的に，幾何級数的に減少
する年齢─効率プロファイルによって資本ストックの推計は大幅な簡素化をもたらす。資本財の
相対効率 d 

τは次のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 d 
τ＝（₁－δ）τ （₁₂）

（₁₂）式を使って，τ＝ T（Tは資本財の耐用年数）として，耐用年数 Tおよび T年目に残った資
本財の相対効率（この点で残存率とも呼ばれる）d  

Tが分かれば，δを求めることができる。
　ここでは残存率は法定のものを使って，₅ ％を設定している（Sun and Ren，₂₀₀₂）。次に，
OECD国の経験に基づいて，建物の耐用年数を₄₀年，設備の耐用年数を₁₆年に仮定した。これ
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らの仮定のもとで（₁₂）式を当てはめることで建物の減耗率が₇.₂％ , 設備の減耗率が₁₇.₂％とい
う結果になった。

（ ₃）　関連税制
　前述したように，資本財が販売されたのちに資本コストに影響する関連税制は三つあり，増値
税（付加価値税），固定資産投資方向調節税と企業所得税である。増値税は，物的取引が主要な課
税対象になっているが，加工・修理関連の労務提供も課税対象である。そのため，増値税の課税
について，鉱工業産業別増値税のデータは₁₉₉₅年より発表されているが，サービス業については
産業別のデータがない。そこで課税額と付加価値額のデータから税率を計算した。固定資産投資
方向調節税率と所得税率は公定の税率をそのまま利用した。

₄　測定結果

　以上の節で，資本サービスの測定に関わる方法論および中国におけるデータの収集について説
明した。こうした方法やデータを利用して，産業別の資本財別資本ストック，資本収益率，資本
サービス価格，資本の総合投入量（資本サービス），資本生産性などの指標を測定した。この節で
は，今回の測定結果をまとめる。

（ ₁）　資本財別資本ストック
　本測定の最終目的は資本の質の変化も加味した資本投入量を測ることだが，最初のステップと
して資本財別の資本ストックを推計しなければならない。図 ₁は₁₉₉₀年以降の資本財別の固定資
産投資年平均増加率の推移を示している。₁₉₉₀年以降，中国は ₂回の投資ブームを経験した。 ₁
回目は₁₉₉₂年の鄧小平による南方視察をきっかけにして起こり，₉₂年から猛烈な勢いで伸びた。
₂回目は₂₀₀₁年中国のWTO加盟に伴う大幅な規制緩和を契機として国内外の投資に拍車をかけ
た。特に ₂回目の投資ブームでは₂₀％を超えた投資増加が₁₀年ほど続いた。図 ₂は固定資産投資
において「建物」「設備」「その他（諸費用）」がそれぞれ占める割合の推移を示すものである。
固定資産投資のうち，新規投資を含むプロジェクトの大型化を反映して，ほかの投資項目に比べ
建物向けの割合が高いが，₉₀年代の半ば以降₆₀％程度に低下している。一方，土地開発や購入費
用，プロジェクト初期研究費などの「間接費」が年々高い増加率で増え，結果として₂₀₀₉年現在
では₂₀％近くに達している。建物と設備の両者を比較してみると，両者それぞれの投資比重にお
いては大きな変化は表われていない。この事実は，後ほど資本の財別構成変化を反映する資本
サービスの推移を観察する以上，特に興味のある意味を持つ。
　産業別の固定資産のデータを用いて，（₁₁）式によって推計された実質総資本ストックをまと
めたのが表 ₂である。推計結果によると，₁₉₉₂年から₂₀₀₉年まで₁₇年間のあいだに総資本ストッ
クは₁₀倍以上増えた。そのうち，建物が ₈倍，設備が₂₄倍増加し，設備資産の拡大は建物をはる
かに上回った。その結果，建物が総資本ストックに占める割合は₁₉₉₂年の時点で₈₀％を超えてい
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たが，₂₀₀₉年になると₆₀％以下となった。総資本ストックに占める設備の割合が上昇することは
私的収益のみならず外部効果を通して経済成長に寄与するという先行研究があったが，中国につ
いては今後検討する余地がある（J. Bradford De Long and Lawrence Summers, ₁₉₉₁，宮川努・白石小

図 1　固定資産投資増加率の推移
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（出所）　『中国固定資産投資統計年鑑』などにより筆者推計。

図 2　建物・設備・その他投資の割合
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百合，₂₀₀₁）。右側二つの欄は平均資本産出比率と資本深化を表わす就業者 ₁人当たり平均資本
ストックを示している。平均資本産出比率は資本係数の逆数なので，この比率が高くなるほど平
均的な投資効率の低下を意味し，技術の変化も反映される。測定の結果によると，中国全体の平
均資本産出比率は₁.₅倍から ₃倍に高くなった。これは，資本ストックは GDPの成長率より高い
伸びが実現したことを意味し，資本生産性は低水準になり得る。また，資本の深化指数は本来，
同質的労働投入を表わす指標として，資本ストックを「就業者数× ₁人当たり労働時間」（総労
働時間）で割って求められるべきだが，簡単化するため分母には就業者数を用いて算出した。
₁₉₉₂年から₂₀₀₉年まで資本ストック量対労働投入の比率は ₉倍以上拡大し，急速な資本深化が見
られる

7）
。今後，労働投入量測定を工夫してより正確な指標を出す必要がある。

　表 ₃ ～表 ₅は具体的に産業別・資本財別資本ストックの伸びを示している。建物資産に関し
て，₁₉₉₂年から₂₀₀₀年までの二つの期間において増加率が高かった産業として衣料品製造，石油

 ₇）　野村氏が行なわれた日本経済の資本深化に関する研究結果によれば，₁₉₆₀年から₂₀₀₀年の間に固定資産
ベースでは₁₅倍に拡大した。氏の推計では労働力投入の基本単位にマン・アワーを用いたため，本研究で
はそれと単純比較はできない要素が多いものの，中国の資本深化を理解するには役に立つ。特に，氏の
「……高度経済成長の終焉に伴ってより急速な資本深化が行なわれている。それは要素相対価格として，資
本サービス価格に対する労働サービス価格の上昇に伴う変化である」というご指摘は興味深い（野村，
₂₀₀₄，pp.₂₉₄，₃₄₆⊖₅₁）。

表 2　実質資本ストックの推移（1992 〜 2009）

年 建物
（億元）

設備
（億元）

合計
（億元）

資本産出比率
（倍率）

就業者 ₁人
当たり資本ストック
（元／人）

₁₉₉₂ ₃₃,₁₃₉ ₇,₃₁₆ ₄₀,₄₅₆ ₁.₅₂ ₆,₁₁₆
₁₉₉₃ ₃₇,₀₆₆ ₉,₅₇₄ ₄₆,₆₄₀ ₁.₅₄ ₆,₉₈₁
₁₉₉₄ ₄₀,₇₃₄ ₁₁,₆₈₃ ₅₂,₄₁₇ ₁.₅₃ ₇,₇₇₁
₁₉₉₅ ₄₄,₅₁₂ ₁₃,₇₅₃ ₅₈,₂₆₅ ₁.₅₃ ₈,₅₆₀
₁₉₉₆ ₄₈,₄₉₀ ₁₆,₁₅₉ ₆₄,₆₄₉ ₁.₅₄ ₉,₃₇₆
₁₉₉₇ ₅₂,₆₁₅ ₁₈,₅₆₉ ₇₁,₁₈₄ ₁.₅₅ ₁₀,₁₉₅
₁₉₉₈ ₅₇,₅₇₅ ₂₁,₀₃₇ ₇₈,₆₁₂ ₁.₅₉ ₁₁,₁₂₉
₁₉₉₉ ₆₁,₅₄₃ ₂₃,₂₀₉ ₈₄,₇₅₂ ₁.₆₀ ₁₁,₈₇₁
₂₀₀₀ ₆₇,₀₄₂ ₂₆,₂₂₂ ₉₃,₂₆₄ ₁.₆₂ ₁₂,₉₃₈
₂₀₀₁ ₇₂,₅₈₈ ₂₉,₃₄₇ ₁₀₁,₉₃₅ ₁.₆₃ ₁₄,₀₀₃
₂₀₀₂ ₈₃,₀₄₉ ₃₅,₆₂₄ ₁₁₈,₆₇₃ ₁.₇₄ ₁₆,₁₉₄
₂₀₀₃ ₉₄,₁₉₂ ₄₃,₁₉₃ ₁₃₇,₃₈₄ ₁.₈₄ ₁₈,₆₃₂
₂₀₀₄ ₁₀₉,₄₈₄ ₅₄,₃₆₃ ₁₆₃,₈₄₇ ₁.₉₉ ₂₂,₀₆₃
₂₀₀₅ ₁₂₈,₈₂₃ ₆₈,₉₃₂ ₁₉₇,₇₅₅ ₂.₁₆ ₂₆,₄₉₂
₂₀₀₆ ₁₅₃,₀₅₁ ₈₆,₅₇₂ ₂₃₉,₆₂₃ ₂.₃₂ ₃₁,₉₅₉
₂₀₀₇ ₁₈₁,₄₅₆ ₁₀₈,₄₁₈ ₂₈₉,₈₇₄ ₂.₄₆ ₃₈,₄₈₅
₂₀₀₈ ₂₁₂,₃₇₈ ₁₃₆,₅₀₂ ₃₄₈,₈₈₀ ₂.₇₀ ₄₆,₁₇₀
₂₀₀₉ ₂₅₇,₁₀₅ ₁₇₃,₁₃₂ ₄₃₀,₂₃₇ ₃.₀₅ ₅₆,₇₃₉

　　（注） 　 資本産出比率＝実質資本ストック /実質 GDP，資本の深化＝実質資本ストック /就業者数。₁₉₉₂
年価格。
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表 3　産業別建物資産の平均成長率

（年率）
産業 ₁₉₉₂─₁₉₉₅ ₁₉₉₆─₂₀₀₀ ₂₀₀₁─₂₀₀₅ ₂₀₀₆─₂₀₀₉ ₁₉₉₂─₂₀₀₉

₁ 農業 ₀.₀₃ ₀.₀₇ ₀.₁₀ ₀.₁₅ ₀.₀₉
₂ 石炭鉱業 ₀.₀₂ ₀.₀₀ ₀.₀₆ ₀.₁₈ ₀.₀₆
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₀₅ ₀.₀₄ ₀.₀₆ ₀.₁₁ ₀.₀₆
₄ 鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₂ △ ₀.₀₀ ₀.₁₄ ₀.₂₉ ₀.₁₁
₅ 非鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₀ ₀.₀₀ ₀.₀₉ ₀.₂₃ ₀.₀₈
₆ 非金属鉱石採掘 ₀.₀₅ △ ₀.₀₀ ₀.₁₂ ₀.₂₇ ₀.₁₀
₇ その他鉱石採掘 △ ₀.₀₄ △ ₀.₀₇ ₀.₀₁ ₀.₁₁ ₀.₀₀
₈ 食品製造 ₀.₀₂ ₀.₀₂ ₀.₁₉ ₀.₂₆ ₀.₁₂
₉ 飲料製造 ₀.₀₁ ₀.₀₁ ₀.₁₃ ₀.₂₂ ₀.₁₀
₁₀ たばこ ₀.₁₀ ₀.₀₃ ₀.₀₃ ₀.₀₉ ₀.₀₆
₁₁ 紡績 △ ₀.₀₁ △ ₀.₀₃ ₀.₁₁ ₀.₁₇ ₀.₀₆
₁₂ 衣料製造 ₀.₄₉ ₀.₁₀ ₀.₂₈ ₀.₂₆ ₀.₂₆
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₀₁ ₀.₀₂ ₀.₁₂ ₀.₂₃ ₀.₁₀
₁₄ 製材 ₀.₀₁ ₀.₀₂ ₀.₂₂ ₀.₃₀ ₀.₁₄
₁₅ 家具製造 △ ₀.₀₁ ₀.₀₃ ₀.₁₈ ₀.₂₈ ₀.₁₃
₁₆ 製紙 ₀.₀₂ ₀.₀₀ ₀.₁₇ ₀.₂₁ ₀.₁₁
₁₇ 印刷 ₀.₀₅ ₀.₀₆ ₀.₁₇ ₀.₂₂ ₀.₁₃
₁₈ 文化・スポーツ用品 △ ₀.₀₀ ₀.₀₂ ₀.₁₄ ₀.₂₃ ₀.₁₀
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₀₆ ₀.₀₅ ₀.₁₁ ₀.₂₀ ₀.₁₀
₂₀ 化学製品 ₀.₀₄ ₀.₀₂ ₀.₁₁ ₀.₂₁ ₀.₀₉
₂₁ 医薬品 ₀.₀₃ ₀.₀₅ ₀.₂₃ ₀.₁₈ ₀.₁₃
₂₂ 化学繊維 ₀.₀₀ △ ₀.₀₃ ₀.₀₈ ₀.₁₅ ₀.₀₅
₂₃ ゴム製品 ₀.₀₁ ₀.₀₀ ₀.₁₄ ₀.₂₄ ₀.₁₀
₂₄ プラスチック製品 △ ₀.₀₀ △ ₀.₀₁ ₀.₁₈ ₀.₂₄ ₀.₁₀
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₀₆ ₀.₀₀ ₀.₁₄ ₀.₂₅ ₀.₁₁
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₀₆ ₀.₀₁ ₀.₁₃ ₀.₁₄ ₀.₀₈
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₀₅ ₀.₀₁ ₀.₁₆ ₀.₂₃ ₀.₁₁
₂₈ 金属製品 ₀.₀₄ ₀.₀₂ ₀.₁₉ ₀.₂₈ ₀.₁₃
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₀₂ △ ₀.₀₁ ₀.₁₃ ₀.₂₈ ₀.₁₀
₃₀ 輸送用機械 ₀.₀₉ ₀.₀₃ ₀.₁₆ ₀.₂₆ ₀.₁₃
₃₁ 電気機械 ₀.₀₂ △ ₀.₀₁ ₀.₁₆ ₀.₂₈ ₀.₁₁
₃₂ 通信機械 △ ₀.₀₁ ₀.₀₀ ₀.₂₁ ₀.₂₅ ₀.₁₂
₃₃ 事務用機器 ₀.₀₂ ₀.₀₀ ₀.₁₃ ₀.₂₃ ₀.₁₀
₃₄ 工芸品その他 △ ₀.₀₃ △ ₀.₀₂ ₀.₁₁ ₀.₁₉ ₀.₀₇
₃₅ 電力 ₀.₀₇ ₀.₀₈ ₀.₁₃ ₀.₁₄ ₀.₁₀
₃₆ 建築 ₀.₁₃ ₀.₀₉ ₀.₁₀ ₀.₁₂ ₀.₁₁
₃₇ 輸送・郵便 ₀.₁₄ ₀.₁₅ ₀.₁₃ ₀.₁₅ ₀.₁₄
₃₈ 商業 ₀.₀₈ ₀.₀₅ ₀.₀₈ ₀.₁₇ ₀.₀₉
₃₉ 金融 ₀.₁₀ ₀.₁₈ ₀.₀₅ ₀.₁₅ ₀.₁₂
₄₀ 不動産 ₀.₃₃ ₀.₁₂ ₀.₁₇ ₀.₁₈ ₀.₁₈
₄₁ その他サービス ₀.₀₉ ₀.₁₁ ₀.₁₃ ₀.₁₅ ₀.₁₂

鉱工業平均 ₀.₀₈ ₀.₀₁ ₀.₁₄ ₀.₂₂ ₀.₁₀
非鉱工業 ₀.₁₂ ₀.₁₁ ₀.₁₁ ₀.₁₅ ₀.₁₂
全産業平均 ₀.₀₅ ₀.₀₃ ₀.₁₃ ₀.₂₁ ₀.₁₁

（注）　△はマイナス，以下同。
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表 4　産業別設備資産の平均成長率

（年率）
₁₉₉₂─₁₉₉₅ ₁₉₉₆─₂₀₀₀ ₂₀₀₁─₂₀₀₅ ₂₀₀₆─₂₀₀₉ ₁₉₉₂─₂₀₀₉

₁ 農業 ₀.₂₁ ₀.₁₉ ₀.₂₆ ₀.₂₁ ₀.₂₂
₂ 石炭鉱業 ₀.₁₇ ₀.₁₁ ₀.₁₉ ₀.₂₅ ₀.₁₇
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₂₁ ₀.₁₂ ₀.₀₉ ₀.₁₈ ₀.₁₄
₄ 鉄金属鉱石採掘 ₀.₂₀ ₀.₀₇ ₀.₂₆ ₀.₃₃ ₀.₂₁
₅ 非鉄金属鉱石採掘 ₀.₁₁ ₀.₀₉ ₀.₂₂ ₀.₃₁ ₀.₁₉
₆ 非金属鉱石採掘 ₀.₁₉ ₀.₀₄ ₀.₂₂ ₀.₃₄ ₀.₁₉
₇ その他鉱石採掘 ₀.₀₀ △ ₀.₀₆ ₀.₀₆ ₀.₂₀ ₀.₀₄
₈ 食品製造 ₀.₁₅ ₀.₁₁ ₀.₂₆ ₀.₂₉ ₀.₂₀
₉ 飲料製造 ₀.₁₅ ₀.₁₀ ₀.₁₇ ₀.₂₅ ₀.₁₆
₁₀ たばこ ₀.₂₆ ₀.₀₉ ₀.₀₆ ₀.₀₈ ₀.₁₁
₁₁ 紡績 ₀.₀₈ ₀.₀₃ ₀.₁₄ ₀.₁₈ ₀.₁₁
₁₂ 衣料製造 ₀.₈₃ ₀.₁₈ ₀.₂₅ ₀.₃₀ ₀.₃₄
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₁₄ ₀.₀₃ ₀.₁₅ ₀.₂₆ ₀.₁₄
₁₄ 製材 ₀.₁₄ ₀.₀₉ ₀.₂₀ ₀.₃₁ ₀.₁₈
₁₅ 家具製造 ₀.₁₁ ₀.₀₈ ₀.₂₄ ₀.₃₄ ₀.₂₀
₁₆ 製紙 ₀.₁₃ ₀.₁₂ ₀.₂₀ ₀.₂₃ ₀.₁₇
₁₇ 印刷 ₀.₁₈ ₀.₁₄ ₀.₁₉ ₀.₂₃ ₀.₁₈
₁₈ 文化・スポーツ用品 ₀.₀₉ ₀.₁₀ ₀.₁₇ ₀.₂₉ ₀.₁₆
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₂₄ ₀.₁₆ ₀.₂₂ ₀.₂₆ ₀.₂₁
₂₀ 化学製品 ₀.₂₀ ₀.₁₀ ₀.₁₇ ₀.₂₇ ₀.₁₈
₂₁ 医薬品 ₀.₁₄ ₀.₁₃ ₀.₃₁ ₀.₂₃ ₀.₂₁
₂₂ 化学繊維 ₀.₁₂ ₀.₀₅ ₀.₁₄ ₀.₁₈ ₀.₁₂
₂₃ ゴム製品 ₀.₁₃ ₀.₀₉ ₀.₂₁ ₀.₂₈ ₀.₁₇
₂₄ プラスチック製品 ₀.₀₉ ₀.₀₆ ₀.₁₈ ₀.₂₄ ₀.₁₅
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₂₁ ₀.₀₈ ₀.₂₁ ₀.₂₉ ₀.₁₉
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₂₅ ₀.₀₈ ₀.₂₃ ₀.₁₈ ₀.₁₈
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₂₂ ₀.₀₈ ₀.₂₅ ₀.₂₇ ₀.₂₀
₂₈ 金属製品 ₀.₁₆ ₀.₀₇ ₀.₂₀ ₀.₃₂ ₀.₁₈
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₁₆ ₀.₀₇ ₀.₁₉ ₀.₃₄ ₀.₁₈
₃₀ 輸送用機器 ₀.₂₅ ₀.₀₉ ₀.₂₂ ₀.₂₉ ₀.₂₀
₃₁ 電気機器 ₀.₁₄ ₀.₀₇ ₀.₁₈ ₀.₃₁ ₀.₁₇
₃₂ 通信機器 ₀.₀₇ ₀.₀₉ ₀.₂₈ ₀.₂₇ ₀.₁₉
₃₃ 事務用機器 ₀.₁₉ ₀.₀₇ ₀.₂₄ ₀.₃₀ ₀.₂₀
₃₄ 工芸品その他 ₀.₀₇ ₀.₁₂ ₀.₂₂ ₀.₂₆ ₀.₁₇
₃₅ 電力 ₀.₂₃ ₀.₁₉ ₀.₁₉ ₀.₂₀ ₀.₂₀
₃₆ 建築 ₀.₃₆ ₀.₂₄ ₀.₂₉ ₀.₂₄ ₀.₂₈
₃₇ 輸送・郵便 ₀.₃₇ ₀.₂₁ ₀.₁₃ ₀.₁₄ ₀.₂₀
₃₈ 商業 ₀.₂₅ ₀.₁₀ ₀.₂₀ ₀.₂₇ ₀.₂₀
₃₉ 金融 ₀.₂₆ ₀.₃₀ ₀.₁₆ ₀.₀₆ ₀.₂₀
₄₀ 不動産 ₀.₅₆ ₀.₁₁ ₀.₂₇ ₀.₂₀ ₀.₂₆
₄₁ その他サービス ₀.₃₀ ₀.₂₀ ₀.₂₃ ₀.₂₂ ₀.₂₃

鉱工業平均 ₀.₁₆ ₀.₀₈ ₀.₂₀ ₀.₂₆ ₀.₁₇
非鉱工業平均 ₀.₃₂ ₀.₁₉ ₀.₁₉ ₀.₁₉ ₀.₂₁
全産業平均 ₀.₂₁ ₀.₁₃ ₀.₁₉ ₀.₂₃ ₀.₁₉
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表 5　産業別総資本ストック平均成長率

（年率）
₁₉₉₂─₁₉₉₅ ₁₉₉₆─₂₀₀₀ ₂₀₀₁─₂₀₀₅ ₂₀₀₆─₂₀₀₉ ₁₉₉₂─₂₀₀₉

₁ 農業 ₀.₀₅ ₀.₀₈ ₀.₁₄ ₀.₁₇ ₀.₁₂
₂ 石炭鉱業 ₀.₀₅ ₀.₀₃ ₀.₁₁ ₀.₂₂ ₀.₁₀
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₀₇ ₀.₀₅ ₀.₀₆ ₀.₁₃ ₀.₀₈
₄ 鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₆ ₀.₀₂ ₀.₁₉ ₀.₃₁ ₀.₁₅
₅ 非鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₂ ₀.₀₂ ₀.₁₃ ₀.₂₇ ₀.₁₁
₆ 非金属鉱石採掘 ₀.₀₉ ₀.₀₁ ₀.₁₆ ₀.₃₀ ₀.₁₄
₇ その他鉱石採掘 △ ₀.₀₂ △ ₀.₀₇ ₀.₀₃ ₀.₁₅ ₀.₀₂
₈ 食品製造 ₀.₀₆ ₀.₀₅ ₀.₂₂ ₀.₂₇ ₀.₁₆
₉ 飲料製造 ₀.₀₆ ₀.₀₅ ₀.₁₅ ₀.₂₄ ₀.₁₃
₁₀ たばこ ₀.₁₉ ₀.₀₇ ₀.₀₅ ₀.₀₈ ₀.₀₉
₁₁ 紡績 ₀.₀₃ ₀.₀₀ ₀.₁₃ ₀.₁₇ ₀.₀₈
₁₂ 衣料製造 ₀.₆₁ ₀.₁₄ ₀.₂₇ ₀.₂₈ ₀.₂₉
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₀₆ ₀.₀₂ ₀.₁₄ ₀.₂₄ ₀.₁₁
₁₄ 製材 ₀.₀₇ ₀.₀₇ ₀.₂₁ ₀.₃₁ ₀.₁₆
₁₅ 家具製造 ₀.₀₃ ₀.₀₅ ₀.₂₁ ₀.₃₁ ₀.₁₅
₁₆ 製紙 ₀.₀₇ ₀.₀₇ ₀.₁₉ ₀.₂₂ ₀.₁₄
₁₇ 印刷 ₀.₁₁ ₀.₁₀ ₀.₁₈ ₀.₂₂ ₀.₁₆
₁₈ 文化・スポーツ用品 ₀.₀₃ ₀.₀₅ ₀.₁₆ ₀.₂₆ ₀.₁₃
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₁₀ ₀.₀₉ ₀.₁₆ ₀.₂₃ ₀.₁₅
₂₀ 化学製品 ₀.₁₀ ₀.₀₅ ₀.₁₄ ₀.₂₅ ₀.₁₃
₂₁ 医薬品 ₀.₀₆ ₀.₀₈ ₀.₂₇ ₀.₂₁ ₀.₁₆
₂₂ 化学繊維 ₀.₀₅ ₀.₀₁ ₀.₁₂ ₀.₁₇ ₀.₀₉
₂₃ ゴム製品 ₀.₀₆ ₀.₀₅ ₀.₁₈ ₀.₂₆ ₀.₁₄
₂₄ プラスチック製品 ₀.₀₄ ₀.₀₃ ₀.₁₈ ₀.₂₄ ₀.₁₃
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₁₁ ₀.₀₃ ₀.₁₈ ₀.₂₇ ₀.₁₅
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₁₃ ₀.₀₄ ₀.₁₈ ₀.₁₇ ₀.₁₃
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₁₁ ₀.₀₄ ₀.₂₁ ₀.₂₅ ₀.₁₅
₂₈ 金属製品 ₀.₀₉ ₀.₀₄ ₀.₂₀ ₀.₃₀ ₀.₁₆
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₀₆ ₀.₀₂ ₀.₁₆ ₀.₃₁ ₀.₁₄
₃₀ 輸送用機器 ₀.₁₅ ₀.₀₆ ₀.₂₀ ₀.₂₈ ₀.₁₇
₃₁ 電気機器 ₀.₀₇ ₀.₀₃ ₀.₁₇ ₀.₂₉ ₀.₁₄
₃₂ 通信機器 ₀.₀₃ ₀.₀₅ ₀.₂₆ ₀.₂₇ ₀.₁₆
₃₃ 事務用機器 ₀.₀₇ ₀.₀₃ ₀.₁₈ ₀.₂₇ ₀.₁₄
₃₄ 工芸品その他 △ ₀.₀₁ ₀.₀₁ ₀.₁₅ ₀.₂₂ ₀.₁₀
₃₅ 電力 ₀.₁₀ ₀.₁₁ ₀.₁₆ ₀.₁₇ ₀.₁₄
₃₆ 建築 ₀.₁₄ ₀.₁₁ ₀.₁₄ ₀.₁₆ ₀.₁₃
₃₇ 輸送・郵便 ₀.₁₉ ₀.₁₇ ₀.₁₃ ₀.₁₄ ₀.₁₅
₃₈ 商業 ₀.₀₉ ₀.₀₅ ₀.₁₀ ₀.₁₉ ₀.₁₁
₃₉ 金融 ₀.₁₁ ₀.₂₀ ₀.₀₇ ₀.₁₃ ₀.₁₃
₄₀ 不動産 ₀.₃₄ ₀.₁₂ ₀.₁₈ ₀.₁₉ ₀.₁₉
₄₁ その他サービス ₀.₁₀ ₀.₁₂ ₀.₁₄ ₀.₁₆ ₀.₁₃

鉱工業平均 ₀.₀₉ ₀.₀₅ ₀.₁₆ ₀.₂₃ ₀.₁₃
非鉱工業平均 ₀.₁₃ ₀.₁₁ ₀.₁₃ ₀.₁₇ ₀.₁₃
全産業平均 ₀.₁₂ ₀.₀₉ ₀.₁₄ ₀.₁₉ ₀.₁₃
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加工関連，輸送用機械といったいくつかの製造業があるが，総じて，鉱工業以外の産業は₁₉₉₂
～ ₁₉₉₅年，₁₉₉₆ ～ ₂₀₀₀年にそれぞれ₁₂％と₁₁％で，鉱工業の ₈％と ₁ ％を大いに上回った。設
備資産に関しても鉱工業以外の産業では平均年増加率は₁₉₉₂ ～ ₁₉₉₅年，₁₉₉₆ ～ ₂₀₀₀年にそれぞ
れ₃₂％と₁₉％となり，鉱工業の平均年増加率の₁₆％と ₈％を上回った。前述したように，₁₉₉₂年
以降，鄧小平が南方視察で行った経済改革を肯定する発言の影響で，改革開放後の第 ₂次投資
ブームが起きた。この段階は国有企業改革が深化し，労働力の受け入れ皿として第 ₃次産業の役
割が評価される時期でもあった。結果的に鉱工業生産の成長率が非鉱工業より高かったとはいえ，
非鉱工業部門でも₁₉₉₂年以降 ₂ケタ成長の時期も含めて₂₀₀₀年まで₉.₂％の高い成長率を実現し
た（許，₂₀₀₇）。この時期，非鉱工業資本ストックの増大加速の背景にはサービス業による雇用
拡大の需要があると考えられる。₂₀₀₁年以降，中国のWTO加盟の実現で第 ₃回の投資ブームが
起きた。₂₀₀₁ ～ ₂₀₀₅年，₂₀₀₆ ～ ₂₀₀₉年の後半の ₂期間において，建物資産が₁₃％，₂₁％，設備
資産が₁₉％，₂₃％といずれも増加率が高かった。特に₂₀₀₈年の金融危機をはさむ₂₀₀₆ ～ ₂₀₀₉年
の期間において，採掘業と製造業を中心に資産拡大が加速した。

（ ₂）　資本収益率
　資本収益率（r）は資本ストック ₁単位当たりの資本収益を表わす指標で，資本サービス価格
の形成に対して影響する。前述のように，資本収益部分の推計は ₂通りで行なわれている。一つ
は税制度を考慮しないケースであり，もう一つは税制度を考慮するケースである。具体的な計算
は，前者については（ ₄）式を（ ₆）式に代入し，後者については固定資産税・法人税と増値税
を考慮に入れた（ ₉）式を（ ₄）式に代入して，推計を行なった。推計結果は税制度を考慮しな
いケース（ケース A）と税制度を考慮するケース（ケース B）に分けて検討する。資本収益率は資
本ストック単位当たりの収益を表わす指標として資本ストックの変動から影響を受ける一方，産
出が増えると資本所得が増大し，収益の改善も起こり得る。図 ₃と図 ₄は鉱工業および非鉱工業
それぞれの資本産出比率・資本収益率を表わしている。鉱工業部門について，資本収益率はケー
ス A・Bとも₉₅年から₉₇年まで上昇した後， ₆年間程度ほぼ横ばいとなって，₂₀₀₃年から下落し
た。一方，資本産出比率は₉₀年代初期から₉₇年までほぼ継続的に低下したが，その後₂₀₀₃年まで
横ばい圏内の動きにとどまり，₂₀₀₄年からは上昇した。資本収益率は資本産出比率と反対方向で
推移したことが示された。非鉱工業部門について，資本収益率は鉱工業部門より高い水準が続い
ており，税制度を考慮したケース Bでも₉₃年から₉₈年までの期間および₀₆年から₀₉年の期間，
いずれも₄₀％以上の収益率を維持している。特に₀₆年以降，鉱工業の収益率には大幅な低下趨勢
が見られる一方，非鉱工業部門においては上昇傾向にほぼ変化はない。非鉱工業部門の資本産出
比率には緩やかな上昇趨勢が見られる。結果的に資本ストックの増大があっても一定の資本収益
率を維持することになった。
　表 ₆と表 ₇は税制を考慮するケース Aと考慮しないケース Bに分け，産業別の資本収益率を
示している。グラフと同じように税制度を考慮しなければ資本収益率は高水準になる。農業，た
ばこ産業，建築，金融の ₄分野を除けば良好な結果となっている。 ₄分野の極めて高い数値につ
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いて原因の究明が必要となる。税制度を考慮しているケース Bについては，採掘業のうち，石
油・天然ガスの収益率が₁₀％～ ₂₀％程度の比較的高いレベルで動いており，石炭鉱業は₁₉₉₆ ～
₂₀₀₀年の期間を除けば ₁ ％～ ₄ ％と前者に及ばなかった。製造業を見てみると，食品・飲料関
連，衣料関連，製材関連をはじめとする消費財全般は収益率が高水準であった。重工業のうち，
石油加工・コークス関連，電気機器，通信機器を除けば一般的に収益率が低下している。非鉱工
業に関しては，電力と不動産以外の部門は鉱工業を超えた水準を示した。非鉱工業は一般的に労

図 3　鉱工業の資本産出比率と資本収益率
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図 4　非鉱工業の資本産出比率と資本収益率
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表 6　産業別平均資本収益率（ケースA）

（年率）
₁₉₉₂─₁₉₉₅ ₁₉₉₆─₂₀₀₀ ₂₀₀₁─₂₀₀₅ ₂₀₀₆─₂₀₀₉ ₁₉₉₂─₂₀₀₉

₁ 農業 ₀.₇₃ ₀.₉₂ ₀.₆₅ ₀.₆₄ ₀.₇₄
₂ 石炭鉱業 △ ₀.₀₅ ₀.₁₈ ₀.₂₄ ₀.₂₂ ₀.₁₅
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₀₅ ₀.₃₆ ₀.₄₀ ₀.₃₇ ₀.₃₁
₄ 鉄金属鉱石採掘 △ ₀.₀₅ ₀.₁₇ ₀.₂₈ ₀.₂₉ ₀.₁₈
₅ 非鉄金属鉱石採掘 △ ₀.₀₂ ₀.₂₃ ₀.₁₈ ₀.₁₈ ₀.₁₅
₆ 非金属鉱石採掘 ₀.₃₃ ₀.₄₉ ₀.₃₀ ₀.₁₅ ₀.₃₂
₇ その他鉱石採掘 ₀.₂₂ ₀.₃₂ ₀.₃₄ ₀.₃₃ ₀.₄₅
₈ 食品製造 ₀.₂₈ ₀.₇₄ ₀.₆₁ ₀.₃₂ ₀.₅₁
₉ 飲料製造 ₀.₂₅ ₀.₆₈ ₀.₄₇ ₀.₂₄ ₀.₄₃
₁₀ たばこ ₁.₇₃ ₂.₁₉ ₂.₂₈ ₂.₀₃ ₂.₀₈
₁₁ 紡績 ₀.₀₄ ₀.₂₆ ₀.₃₀ ₀.₂₀ ₀.₂₁
₁₂ 衣料製造 ₀.₅₆ ₀.₉₆ ₀.₅₃ ₀.₁₄ ₀.₅₇
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₀₆ ₀.₄₆ ₀.₆₃ ₀.₂₅ ₀.₃₇
₁₄ 製材 ₀.₄₉ ₀.₇₂ ₀.₄₆ ₀.₂₂ ₀.₄₉
₁₅ 家具製造 △ ₀.₀₀ ₀.₃₂ ₀.₃₆ ₀.₁₅ ₀.₂₂
₁₆ 製紙 ₀.₀₂ ₀.₃₄ ₀.₃₂ ₀.₁₈ ₀.₂₃
₁₇ 印刷 ₀.₀₈ ₀.₂₅ ₀.₂₀ ₀.₀₇ ₀.₁₆
₁₈ 文化・スポーツ用品 ₀.₀₅ ₀.₃₇ ₀.₃₆ ₀.₁₁ ₀.₂₄
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₃₂ ₀.₄₅ ₀.₄₂ ₀.₂₃ ₀.₃₆
₂₀ 化学製品 △ ₀.₀₀ ₀.₂₀ ₀.₂₇ ₀.₂₀ ₀.₁₇
₂₁ 医薬品 ₀.₀₇ ₀.₄₇ ₀.₂₈ ₀.₁₅ ₀.₂₆
₂₂ 化学繊維 ₀.₀₃ ₀.₂₁ ₀.₁₈ ₀.₁₅ ₀.₁₅
₂₃ ゴム製品 ₀.₀₂ ₀.₂₇ ₀.₃₂ ₀.₁₇ ₀.₂₀
₂₄ プラスチック製品 △ ₀.₀₇ ₀.₂₇ ₀.₃₀ ₀.₁₇ ₀.₁₈
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₁₅ ₀.₃₃ ₀.₂₈ ₀.₁₆ ₀.₂₄
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₂₀ ₀.₁₈ ₀.₂₉ ₀.₂₉ ₀.₂₄
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₁₁ ₀.₃₀ ₀.₃₇ ₀.₄₃ ₀.₃₀
₂₈ 金属製品 ₀.₀₅ ₀.₃₇ ₀.₃₇ ₀.₁₈ ₀.₂₆
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₀₃ ₀.₂₁ ₀.₂₆ ₀.₁₆ ₀.₁₇
₃₀ 輸送用機器 ₀.₁₇ ₀.₃₃ ₀.₄₃ ₀.₂₀ ₀.₂₉
₃₁ 電気機器 ₀.₀₂ ₀.₄₃ ₀.₅₅ ₀.₃₃ ₀.₃₅
₃₂ 通信機器 △ ₀.₀₂ ₀.₄₇ ₀.₆₄ ₀.₂₈ ₀.₃₇
₃₃ 事務用機器 △ ₀.₀₉ ₀.₁₀ ₀.₄₈ ₀.₁₆ ₀.₀₇
₃₄ 工芸品その他 △ ₀.₀₅ ₀.₂₂ ₀.₁₅ ₀.₀₇ ₀.₁₀
₃₅ 電力 △ ₀.₀₄ ₀.₁₈ ₀.₁₂ ₀.₀₄ ₀.₀₉
₃₆ 建築 ₀.₉₅ ₁.₃₃ ₁.₂₄ ₁.₂₈ ₁.₂₁
₃₇ 輸送・郵便 ₀.₀₉ ₀.₁₈ ₀.₁₄ ₀.₁₀ ₀.₁₃
₃₈ 商業 ₀.₅₄ ₁.₀₀ ₁.₂₄ ₁.₀₈ ₀.₉₈
₃₉ 金融 ₁.₉₉ ₁.₄₉ ₀.₈₈ ₂.₃₂ ₁.₆₁
₄₀ 不動産 ₀.₀₃ ₀.₁₂ ₀.₁₀ ₀.₀₆ ₀.₀₈
₄₁ その他サービス ₀.₀₄ ₀.₃₂ ₀.₃₆ ₀.₃₀ ₀.₂₆

鉱工業平均 ₀.₂₅ ₀.₅₃ ₀.₅₂ ₀.₃₂ ₀.₄₂
非鉱工業平均 ₀.₅₆ ₀.₇₀ ₀.₆₀ ₀.₇₀ ₀.₆₄
全産業平均 ₀.₄₅ ₀.₆₄ ₀.₅₇ ₀.₅₇ ₀.₅₆

（注）　ケース A：資本所得の計算では税制度を考慮していないケース。
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表 7　産業別平均資本収益率（ケースB）

（年率）
₁₉₉₂─₁₉₉₅ ₁₉₉₆─₂₀₀₀ ₂₀₀₁─₂₀₀₅ ₂₀₀₆─₂₀₀₉ ₁₉₉₂─₂₀₀₉

₁ 農業 ₀.₃₂ ₀.₃₇ ₀.₂₁ ₀.₂₁ ₀.₂₈
₂ 石炭鉱業 ₀.₀₂ △ ₀.₀₅ ₀.₀₄ ₀.₀₁ ₀.₀₁
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₁₁ ₀.₁₄ ₀.₂₃ ₀.₂₁ ₀.₁₇
₄ 鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₂ △ ₀.₀₂ ₀.₁₁ ₀.₁₁ ₀.₀₆
₅ 非鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₆ ₀.₀₅ ₀.₀₃ ₀.₀₄ ₀.₀₅
₆ 非金属鉱石採掘 ₀.₃₇ ₀.₂₇ ₀.₁₂ △ ₀.₀₂ ₀.₁₉
₇ その他鉱石採掘 △ ₀.₀₉ △ ₀.₁₃ △ ₀.₁₈ △ ₀.₁₈ △ ₀.₁₅
₈ 食品製造 ₀.₃₅ ₀.₅₃ ₀.₄₉ ₀.₂₁ ₀.₄₁
₉ 飲料製造 ₀.₃₂ ₀.₄₅ ₀.₃₂ ₀.₁₀ ₀.₃₁
₁₀ たばこ ₁.₆₉ ₁.₈₈ ₂.₁₅ ₁.₉₁ ₁.₉₂
₁₁ 紡績 ₀.₁₁ ₀.₀₇ ₀.₁₄ ₀.₀₄ ₀.₀₉
₁₂ 衣料製造 ₀.₅₇ ₀.₇₃ ₀.₃₇ ₀.₃₀ ₀.₄₃
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₁₅ ₀.₂₉ ₀.₅₁ ₀.₁₃ ₀.₂₈
₁₄ 製材 ₀.₅₃ ₀.₄₉ ₀.₃₁ ₀.₀₈ ₀.₃₆
₁₅ 家具製造 ₀.₀₈ ₀.₁₄ ₀.₂₃ ₀.₀₂ ₀.₁₂
₁₆ 製紙 ₀.₁₀ ₀.₁₃ ₀.₁₇ ₀.₀₄ ₀.₁₂
₁₇ 印刷 ₀.₁₆ ₀.₀₅ ₀.₀₄ △ ₀.₀₆ ₀.₀₅
₁₈ 文化・スポーツ用品 ₀.₁₄ ₀.₂₀ ₀.₂₅ △ ₀.₀₀ ₀.₁₆
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₃₉ ₀.₂₃ ₀.₂₇ ₀.₀₈ ₀.₂₄
₂₀ 化学製品 ₀.₀₈ ₀.₀₀ ₀.₁₁ ₀.₀₆ ₀.₀₆
₂₁ 医薬品 ₀.₁₅ ₀.₂₄ ₀.₁₁ △ ₀.₀₁ ₀.₁₃
₂₂ 化学繊維 ₀.₁₁ ₀.₀₀ ₀.₀₃ ₀.₀₄ ₀.₀₄
₂₃ ゴム製品 ₀.₁₀ ₀.₀₇ ₀.₁₈ ₀.₀₄ ₀.₁₀
₂₄ プラスチック製品 ₀.₀₂ ₀.₀₉ ₀.₁₆ ₀.₀₅ ₀.₀₉
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₂₃ ₀.₁₂ ₀.₁₂ ₀.₀₁ ₀.₁₂
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₂₉ △ ₀.₀₂ ₀.₁₄ ₀.₁₇ ₀.₁₄
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₂₀ ₀.₁₀ ₀.₂₃ ₀.₃₁ ₀.₂₀
₂₈ 金属製品 ₀.₁₅ ₀.₂₀ ₀.₂₅ ₀.₀₇ ₀.₁₇
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₁₃ ₀.₀₃ ₀.₁₂ ₀.₀₅ ₀.₀₈
₃₀ 輸送用機器 ₀.₂₄ ₀.₁₂ ₀.₂₈ ₀.₀₆ ₀.₁₈
₃₁ 電気機器 ₀.₁₁ ₀.₂₃ ₀.₄₂ ₀.₂₀ ₀.₂₅
₃₂ 通信機器 ₀.₀₈ ₀.₂₉ ₀.₅₃ ₀.₁₉ ₀.₂₉
₃₃ 事務用機器 ₀.₀₂ △ ₀.₀₆ △ ₀.₀₃ ₀.₀₆ △ ₀.₀₁
₃₄ 工芸品その他 ₀.₀₅ ₀.₀₉ ₀.₀₄ △ ₀.₀₅ ₀.₀₃
₃₅ 電力 ₀.₀₅ △ ₀.₀₅ △ ₀.₀₈ △ ₀.₁₂ △ ₀.₀₅
₃₆ 建築 ₀.₅₈ ₀.₆₁ ₀.₅₅ ₀.₅₈ ₀.₅₈
₃₇ 輸送・郵便 ₀.₁₈ ₀.₀₂ △ ₀.₀₀ △ ₀.₀₃ ₀.₀₄
₃₈ 商業 ₀.₅₈ ₀.₇₆ ₁.₀₉ ₀.₉₃ ₀.₈₅
₃₉ 金融 ₁.₉₁ ₁.₂₁ ₀.₇₃ ₂.₂₁ ₁.₄₆
₄₀ 不動産 ₀.₁₄ △ ₀.₀₄ △ ₀.₀₇ △ ₀.₀₉ △ ₀.₀₂
₄₁ その他サービス ₀.₁₄ ₀.₁₄ ₀.₂₁ ₀.₁₆ ₀.₁₆

鉱工業平均 ₀.₃₂ ₀.₃₂ ₀.₃₈ ₀.₁₉ ₀.₃₁
非鉱工業平均 ₀.₅₀ ₀.₄₀ ₀.₃₇ ₀.₄₇ ₀.₄₃
全産業平均 ₀.₄₄ ₀.₃₇ ₀.₃₇ ₀.₃₈ ₀.₃₉

（注）　ケース B：資本所得の計算では税制度を考慮したケース。
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働集約的な産業が多く，安価な労働賃金のもとでより高い利潤率が得られたことが考えられる。

（ ₃）　資本サービス
　資本サービスとは，資本ストックという資本量と質的変化といった二つの要素を反映する一種
の総合的指標といえる。推計方法の角度から見れば，資本ストックは異なる資本財の単純総和で，
質的変化は異なる資本財の構成比の変化を表わす指標である。図 ₅・図 ₆は，₁₉₉₂年＝ ₁として，

図 5　資本サービスと資本ストックの推移（ケースA）
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図 6　資本サービスと資本ストックの推移（ケースB）
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全産業に関する三つの指数を示している。まず，税制度をとり入れることによって資本サービス
に変化が生じるかを考察するために，ほかの指標と同様に二つのケースをそれぞれ推計したが，
結果的に二つのグラフは似た形をとっている。これは，全産業の平均成長率を各産業の総付加価
値に占める比率をウェイトとする加重平均で算出したため，税制度の与える影響が相対的に小さ
いためと考えられる。
　次に，資本ストックの増加はWTO加盟を実現した₂₀₀₁年および金融危機が発生した₂₀₀₈年を
契機に加速していることが分かった。ケース Bを見てみると，₁₉₉₂年を ₁とした場合，資本ス
トックは₂₀₀₁年に₂.₅に上昇した後，₂₀₀₇年で₆.₄に，₂₀₀₉年で₉.₂に達した。WTO加盟によって
輸出拡大関連投資は，国内市場開拓と相まって急速な資本増大をもたらした。₂₀₀₈年の金融危機
後，中国政府が打ち出した ₄兆元（約₅₂兆円）に及ぶインフラ整備・震災地復興支援・消費関連
を振興する政策が呼び水となり，資本投入に拍車がかかった。
　質的変化に関して，₁₉₉₂年を ₁とした場合，₂₀₀₉年で₁.₈になったが，₁₇年間でわずか₀.₈ポイ
ントしか伸びていない。資本ストックの増加に比べ質の変化は鈍っているといえよう。資本財構
成比の変化を算出するには，限界生産力仮説のもとで，（ ₂）式（V 

ik＝₁/₂（V t
ik＋ V t－₁

ik ））と（ ₃）

式（V t
ik＝ p t

ik k t
ik /Σp t

ik k t
ik）を用いる。二つの式を見て分かるように，資本の質の上昇とは，異なる

資本財に対する「合理的配分」を意味する。要するに，資本財の限界的生産力（＝価格）の変化
に伴って資本財投資を行う場合は「質」が上昇する。この観点に基づいて，中国における企業の
行動をどう見るべきか，つまり，合理的な行動をとっていないといえるかどうか，検討する余地
がある。この観点からすれば，中国における企業行動は，平均的には，₂₀₀₂年以後は徐々に合理
性に基づいて行なわれるようになったことが見てとれる。また，₉₂ ～ ₉₅年の資本財別固定資産
投資データの欠落を補うために行なった現在の推計方法についても再検討する必要がある。
　資本サービス，資本ストックおよび質的変化を産業別で示しているのは表 ₈と表 ₉である。税
制度の導入は資本サービス価格を通して資本サービスの増加率に影響を与え得る。税制度を考慮
しない場合は，鉱工業の資本サービスは年平均₁₄.₂₇％で増加し，非鉱工業の₁₄.₀₄％の増加率を
上回っている。質的変化については，鉱工業の₀.₉₅％の増加に対して，非鉱工業が₀.₆₃％となっ
ている。また，農業，石炭採掘，化学製品関連，電気・通信・事務用機器関連，建築などの部門
では，平均値以上の質上昇率が見られる。一方，税制度を考慮するケースを見てみると，非鉱工
業における資本サービスの年平均増加率は，鉱工業の₁₂.₇％を上回って，₁₄.₇％に達している。
質的な変化に関しては，非鉱工業は平均₁.₃％で伸びたが，鉱工業はマイナス成長で，質的上昇
が見られなかった。
　図 ₇・図 ₈は資本サービス上昇の順位を示している。衣料品，不動産，輸送用機械，食品，通
信機器，医薬品などの部門では大きな変化となり，石炭以外の採掘業，たばこ，紡績，化学繊維
などの部門では変化が限定的であった。

（ ₄）　資本ストック生産性
　図 ₉は集計された資本ストックをもとに算出された資本生産性の推移を示している。ここでも
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表 8　産業別資本サービス平均成長率（ケースA）

（年率）
資本サービス
成長率

資本ストック
成長率 質の変化率

₁ 農業 ₀.₁₄₄₄ ₀.₁₁₅₆ ₀.₀₂₈₉
₂ 石炭鉱業 ₀.₁₂₇₅ ₀.₀₉₉₁ ₀.₀₂₈₄
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₀₈₂₀ ₀.₀₇₅₆ ₀.₀₀₆₃
₄ 鉄金属鉱石採掘 ₀.₁₆₀₁ ₀.₁₄₆₈ ₀.₀₁₃₃
₅ 非鉄金属鉱石採掘 ₀.₁₂₂₈ ₀.₁₁₃₅ ₀.₀₀₉₃
₆ 非金属鉱石採掘 ₀.₁₆₀₄ ₀.₁₃₉₉ ₀.₀₂₀₅
₇ その他鉱石採掘 ₀.₀₉₂₄ ₀.₀₂₀₈ ₀.₀₇₁₆
₈ 食品製造 ₀.₁₇₆₃ ₀.₁₅₇₃ ₀.₀₁₉₀
₉ 飲料製造 ₀.₁₃₃₅ ₀.₁₂₆₇ ₀.₀₀₆₉
₁₀ たばこ ₀.₀₉₃₀ ₀.₀₈₆₇ ₀.₀₀₆₂
₁₁ 紡績 ₀.₀₈₃₅ ₀.₀₈₄₆ △ ₀.₀₀₁₁
₁₂ 衣料製造 ₀.₂₃₆₄ ₀.₂₃₃₅ ₀.₀₀₂₉
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₁₁₉₁ ₀.₁₁₄₉ ₀.₀₀₄₃
₁₄ 製材 ₀.₁₆₅₆ ₀.₁₆₅₀ ₀.₀₀₀₆
₁₅ 家具製造 ₀.₁₅₇₃ ₀.₁₅₂₂ ₀.₀₀₅₁
₁₆ 製紙 ₀.₁₆₀₇ ₀.₁₃₈₉ ₀.₀₂₁₈
₁₇ 印刷 ₀.₁₄₂₈ ₀.₁₅₆₀ △ ₀.₀₁₃₂
₁₈ 文化・スポーツ用品 ₀.₁₃₅₄ ₀.₁₂₇₇ ₀.₀₀₇₇
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₁₅₆₂ ₀.₁₄₆₆ ₀.₀₀₉₆
₂₀ 化学製品 ₀.₁₆₄₀ ₀.₁₃₃₄ ₀.₀₃₀₅
₂₁ 医薬品 ₀.₁₇₈₁ ₀.₁₆₀₇ ₀.₀₁₇₄
₂₂ 化学繊維 ₀.₁₀₅₅ ₀.₀₈₆₃ ₀.₀₁₉₂
₂₃ ゴム製品 ₀.₁₄₅₀ ₀.₁₃₇₈ ₀.₀₀₇₂
₂₄ プラスチック製品 ₀.₁₃₂₇ ₀.₁₂₆₃ ₀.₀₀₆₄
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₁₅₂₈ ₀.₁₄₅₂ ₀.₀₀₇₇
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₁₃₇₁ ₀.₁₂₇₃ ₀.₀₀₉₈
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₁₃₃₅ ₀.₁₅₁₅ △ ₀.₀₁₈₁
₂₈ 金属製品 ₀.₁₆₆₄ ₀.₁₅₈₄ ₀.₀₀₈₀
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₁₂₃₅ ₀.₁₃₉₅ △ ₀.₀₁₆₁
₃₀ 輸送用機器 ₀.₁₇₇₈ ₀.₁₆₈₀ ₀.₀₀₉₉
₃₁ 電気機器 ₀.₁₅₁₈ ₀.₁₄₁₈ ₀.₀₁₀₀
₃₂ 通信機器 ₀.₁₇₇₆ ₀.₁₅₇₄ ₀.₀₂₀₁
₃₃ 事務用機器 ₀.₁₅₈₀ ₀.₁₃₆₈ ₀.₀₂₁₂
₃₄ 工芸品その他 ₀.₁₀₃₈ ₀.₀₉₇₇ ₀.₀₀₆₁
₃₅ 電力 ₀.₁₂₄₅ ₀.₁₃₈₆ △ ₀.₀₁₄₁
₃₆ 建築 ₀.₁₄₉₁ ₀.₁₃₄₇ ₀.₀₁₄₄
₃₇ 輸送・郵便 ₀.₁₅₃₇ ₀.₁₅₄₅ △ ₀.₀₀₀₈
₃₈ 商業 ₀.₁₁₃₀ ₀.₁₀₅₀ ₀.₀₀₇₉
₃₉ 金融 ₀.₁₃₁₇ ₀.₁₂₇₄ ₀.₀₀₄₃
₄₀ 不動産 ₀.₁₈₂₄ ₀.₁₉₀₀ △ ₀.₀₀₇₆
₄₁ その他サービス ₀.₁₃₇₂ ₀.₁₃₂₆ ₀.₀₀₄₆

鉱工業平均 ₀.₁₄₂₇ ₀.₁₃₃₂ ₀.₀₀₉₅
非鉱工業平均 ₀.₁₄₀₄ ₀.₁₃₄₀ ₀.₀₀₆₃
全産業平均 ₀.₁₄₁₇ ₀.₁₃₄₂ ₀.₀₀₇₅

（注）　加重平均によって平均値を算出している。
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表 9　産業別資本サービス平均成長率（ケースB）

（年率）
資本サービス
成長率

資本ストック
成長率 質の変化率

₁ 農業 ₀.₁₂₃₄ ₀.₁₁₅₆ ₀.₀₀₇₉
₂ 石炭鉱業 ₀.₁₁₀₆ ₀.₀₉₉₁ ₀.₀₁₁₅
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₀₇₀₉ ₀.₀₇₅₆ △ ₀.₀₀₄₇
₄ 鉄金属鉱石採掘 ₀.₁₃₁₇ ₀.₁₄₆₈ △ ₀.₀₁₅₁
₅ 非鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₉₉₄ ₀.₁₁₃₅ △ ₀.₀₁₄₀
₆ 非金属鉱石採掘 ₀.₁₃₀₉ ₀.₁₃₉₉ △ ₀.₀₀₉₀
₇ その他鉱石採掘 ₀.₀₃₇₁ ₀.₀₂₀₈ ₀.₀₁₆₄
₈ 食品製造 ₀.₁₅₃₇ ₀.₁₅₇₃ △ ₀.₀₀₃₆
₉ 飲料製造 ₀.₁₂₂₆ ₀.₁₂₆₇ △ ₀.₀₀₄₁
₁₀ たばこ ₀.₀₆₂₅ ₀.₀₈₆₇ △ ₀.₀₂₄₂
₁₁ 紡績 ₀.₀₇₆₇ ₀.₀₈₄₆ △ ₀.₀₀₇₉
₁₂ 衣料製造 ₀.₂₂₈₄ ₀.₂₃₃₅ △ ₀.₀₀₅₁
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₁₀₉₀ ₀.₁₁₄₉ △ ₀.₀₀₅₉
₁₄ 製材 ₀.₁₆₃₃ ₀.₁₆₅₀ △ ₀.₀₀₁₆
₁₅ 家具製造 ₀.₁₄₅₀ ₀.₁₅₂₂ △ ₀.₀₀₇₂
₁₆ 製紙 ₀.₁₃₂₄ ₀.₁₃₈₉ △ ₀.₀₀₆₅
₁₇ 印刷 ₀.₁₄₈₁ ₀.₁₅₆₀ △ ₀.₀₀₇₉
₁₈ 文化・スポーツ用品 ₀.₁₁₉₇ ₀.₁₂₇₇ △ ₀.₀₀₈₀
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₁₄₀₇ ₀.₁₄₆₆ △ ₀.₀₀₅₉
₂₀ 化学製品 ₀.₁₂₄₀ ₀.₁₃₃₄ △ ₀.₀₀₉₄
₂₁ 医薬品 ₀.₁₅₂₀ ₀.₁₆₀₇ △ ₀.₀₀₈₇
₂₂ 化学繊維 ₀.₀₇₂₆ ₀.₀₈₆₃ △ ₀.₀₁₃₈
₂₃ ゴム製品 ₀.₁₂₇₄ ₀.₁₃₇₈ △ ₀.₀₁₀₃
₂₄ プラスチック製品 ₀.₁₂₁₃ ₀.₁₂₆₃ △ ₀.₀₀₅₀
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₁₃₇₆ ₀.₁₄₅₂ △ ₀.₀₀₇₆
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₁₁₉₄ ₀.₁₂₇₃ △ ₀.₀₀₇₉
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₁₄₄₂ ₀.₁₅₁₅ △ ₀.₀₀₇₃
₂₈ 金属製品 ₀.₁₅₁₇ ₀.₁₅₈₄ △ ₀.₀₀₆₆
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₁₂₈₂ ₀.₁₃₉₅ △ ₀.₀₁₁₃
₃₀ 輸送用機器 ₀.₁₆₁₅ ₀.₁₆₈₀ △ ₀.₀₀₆₅
₃₁ 電気機器 ₀.₁₃₄₇ ₀.₁₄₁₈ △ ₀.₀₀₇₁
₃₂ 通信機器 ₀.₁₅₂₁ ₀.₁₅₇₄ △ ₀.₀₀₅₄
₃₃ 事務用機器 ₀.₁₂₅₄ ₀.₁₃₆₈ △ ₀.₀₁₁₄
₃₄ 工芸品その他 ₀.₀₈₁₆ ₀.₀₉₇₇ △ ₀.₀₁₆₁
₃₅ 電力 ₀.₁₂₇₇ ₀.₁₃₈₆ △ ₀.₀₁₀₉
₃₆ 建築 ₀.₁₃₂₄ ₀.₁₃₄₇ △ ₀.₀₀₂₃
₃₇ 輸送・郵便 ₀.₁₄₈₇ ₀.₁₅₄₅ △ ₀.₀₀₅₈
₃₈ 商業 ₀.₁₀₄₀ ₀.₁₀₅₀ △ ₀.₀₀₁₀
₃₉ 金融 ₀.₁₂₆₆ ₀.₁₂₇₄ △ ₀.₀₀₀₈
₄₀ 不動産 ₀.₁₈₆₂ ₀.₁₉₀₀ △ ₀.₀₀₃₈
₄₁ その他サービス ₀.₁₂₉₄ ₀.₁₃₂₆ △ ₀.₀₀₃₂

鉱工業平均 ₀.₁₂₆₈ ₀.₁₃₃₂ △ ₀.₀₀₆₄
非鉱工業平均 ₀.₁₄₆₈ ₀.₁₃₄₀ ₀.₀₁₂₈
全産業平均 ₀.₁₄₀₃ ₀.₁₃₄₂ ₀.₀₀₆₂

（注）　加重平均によって平均値を算出している。
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図 7　産業別資本サービスの平均成長率（ケースA）
1992 ～ 2009
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図 8　産業別資本サービスの平均成長率（ケースB）
1992 ～ 2009
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₁₉₉₂年の資本生産性を ₁とした指数となっている。全産業における資本生産性は₁₉₉₂ ～ ₉₆年に
₁.₂₂に上昇した後，₁₉₉₇～₁₉₉₉年は上昇率が横ばいとなった。₂₀₀₀～₂₀₀₁年では上昇傾向を辿っ
ており，その後，低下し続けている。鉱工業と非鉱工業を分けてみれば，非鉱工業の資本生産性
には一方的な低下趨勢が見られる。鉱工業では₁₉₉₂ ～ ₂₀₀₁年では₁.₇₈に上昇した後，₂₀₀₂ ～ ₀₉
年は₀.₈までの低下に転じた。産業別の資本生産性を示しているのは表₁₀である。非鉱工業各部
門の生産性は低下傾向が明らかであり，鉱工業の各部門も生産性が次第に低下していることが確
認できる。中国では₁₉₉₂年，₂₀₀₁年，₂₀₀₈年と数回にわたって固定資産投資のブームが起こり，
₁₉₉₂ ～ ₉₆年，₁₉₉₇ ～ ₂₀₀₁年，₂₀₀₂ ～ ₀₉年，それぞれの期間において平均₁₂.₄％，₈.₃％，
₁₀.₈％の成長を経験した。しかし₂₀₀₂年以降，一段と高まった資本投資が経済成長のスピートを
凌ぎ，資本生産性の低下をもたらした一面が窺える。

₅　今後の課題

　以上の測定結果を踏まえて，次のことがいえると思う。第 ₁に，中国経済における資本投入は
₂₀₀₁年を境界として，鉱工業中心の緩やかな増加から急速な拡大へと転じていることが分かった。
第 ₂に，期間中の経済は持続的に成長しているため，資本生産性は資本投入の増大に伴って，
₂₀₀₁年を境に上昇傾向から低下傾向に変化した。しかし，非鉱工業では推測期間中において，一
貫した継続的な資本生産性の低下が見られる。第 ₃に，推測期間において，資本収益率も低下し
たが，全₄₁部門のうち，電力やその他鉱石採掘業，不動産などの数少ない産業を除いて高い収益
率を維持している。第 ₄に，資本投入の質的変化に関しては，全般的に上昇率は低かったものの，
₂₀₀₁年以降資本サービス価格の下落に伴ってはっきりとした資本サービスの拡大が観察された。

図 9　資本生産性の推移
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表10　産業別資本生産性の平均成長率（ケースB）

（年率）
₁₉₉₂─₁₉₉₅ ₁₉₉₆─₂₀₀₀ ₂₀₀₁─₂₀₀₅ ₂₀₀₆─₂₀₀₉ ₁₉₉₂─₂₀₀₉

₁ 農業 ₀.₀₁₃₇ △ ₀.₀₂₃₅ △ ₀.₀₉₆₀ △ ₀.₁₁₀₈ △ ₀.₀₅₈₈
₂ 石炭鉱業 ₀.₁₇₄₉ △ ₀.₀₄₇₉ ₀.₁₂₄₉ △ ₀.₀₉₅₂ ₀.₀₃₁₁
₃ 石油天然ガス採掘 ₀.₂₁₉₁ ₀.₁₁₆₇ ₀.₀₀₄₀ △ ₀.₀₅₈₁ ₀.₀₆₀₅
₄ 鉄金属鉱石採掘 ₀.₀₅₄₉ ₀.₀₅₆₀ ₀.₁₀₅₆ △ ₀.₁₀₈₃ ₀.₀₃₁₈
₅ 非鉄金属鉱石採掘 ₀.₂₁₄₂ ₀.₀₀₃₈ △ ₀.₀₀₃₀ △ ₀.₀₆₀₆ ₀.₀₂₃₈
₆ 非金属鉱石採掘 △ ₀.₀₄₀₉ ₀.₀₁₁₉ △ ₀.₀₉₀₅ △ ₀.₁₄₄₆ △ ₀.₀₆₄₄
₇ その他鉱石採掘 ₁.₃₈₅₁ ₀.₁₇₉₀ △ ₀.₀₇₁₄ △ ₀.₀₅₆₂ ₀.₂₆₂₉
₈ 食品製造 ₀.₂₅₄₄ ₀.₀₅₀₅ △ ₀.₀₈₇₄ △ ₀.₁₄₂₁ ₀.₀₀₀₆
₉ 飲料製造 ₀.₁₀₁₇ ₀.₀₄₇₄ △ ₀.₁₁₃₉ △ ₀.₁₁₅₃ △ ₀.₀₂₈₇
₁₀ たばこ △ ₀.₀₃₇₀ ₀.₀₀₁₉ ₀.₀₁₄₂ △ ₀.₀₀₁₈ △ ₀.₀₀₂₂
₁₁ 紡績 ₀.₀₇₄₉ ₀.₀₅₀₄ △ ₀.₀₃₄₁ △ ₀.₀₇₄₄ ₀.₀₀₀₅
₁₂ 衣料製造 △ ₀.₂₈₅₀ △ ₀.₀₄₆₆ △ ₀.₁₆₇₂ △ ₀.₁₅₈₀ △ ₀.₁₅₀₄
₁₃ 皮革・毛皮製品 ₀.₃₀₄₃ ₀.₀₅₉₂ △ ₀.₀₁₂₄ △ ₀.₁₂₈₂ ₀.₀₃₇₃
₁₄ 製材 ₀.₀₇₄₉ △ ₀.₀₄₄₃ △ ₀.₁₁₉₀ △ ₀.₁₂₆₉ △ ₀.₀₆₄₆
₁₅ 家具製造 ₀.₁₆₀₂ ₀.₀₅₃₂ △ ₀.₀₁₈₁ △ ₀.₁₇₂₄ △ ₀.₀₀₂₀
₁₆ 製紙 ₀.₁₄₃₉ ₀.₀₃₈₈ △ ₀.₀₇₇₄ △ ₀.₁₁₆₉ △ ₀.₀₁₃₅
₁₇ 印刷 △ ₀.₀₀₆₁ △ ₀.₀₁₂₂ △ ₀.₁₀₀₁ △ ₀.₁₂₃₃ △ ₀.₀₆₃₁
₁₈ 文化・スポーツ用品 ₀.₂₂₁₄ ₀.₀₃₈₄ △ ₀.₀₆₅₁ △ ₀.₁₅₆₇ △ ₀.₀₀₅₆
₁₉ 石油加工・コークス ₀.₁₅₉₅ △ ₀.₀₂₈₃ △ ₀.₀₆₉₅ △ ₀.₁₂₀₁ △ ₀.₀₂₈₉
₂₀ 化学製品 ₀.₀₅₆₁ ₀.₀₁₂₆ △ ₀.₀₁₁₉ △ ₀.₁₁₈₇ △ ₀.₀₁₇₈
₂₁ 医薬品 ₀.₀₄₇₄ ₀.₀₈₅₃ △ ₀.₁₆₉₅ △ ₀.₁₀₅₈ △ ₀.₀₄₁₃
₂₂ 化学繊維 ₀.₀₉₈₈ ₀.₀₅₆₄ △ ₀.₁₀₃₆ △ ₀.₀₄₇₆ △ ₀.₀₀₇₇
₂₃ ゴム製品 △ ₀.₀₁₁₄ ₀.₀₃₂₆ △ ₀.₀₆₇₉ △ ₀.₁₃₉₆ △ ₀.₀₄₅₃
₂₄ プラスチック製品 ₀.₀₉₅₁ ₀.₁₀₄₁ △ ₀.₀₇₁₂ △ ₀.₁₁₀₀ ₀.₀₀₀₆
₂₅ 非金属鉱物製品 ₀.₀₂₃₈ △ ₀.₀₀₂₄ △ ₀.₀₈₅₃ △ ₀.₁₃₂₀ △ ₀.₀₅₂₇
₂₆ 鉄鋼業 ₀.₀₁₂₈ △ ₀.₀₀₉₇ ₀.₀₁₉₇ △ ₀.₀₆₂₅ △ ₀.₀₀₉₅
₂₇ 非鉄金属製造 ₀.₀₈₀₄ ₀.₀₅₁₄ △ ₀.₀₃₅₆ △ ₀.₀₃₈₆ ₀.₀₀₉₇
₂₈ 金属製品 ₀.₀₈₆₂ ₀.₀₃₃₄ △ ₀.₀₈₁₁ △ ₀.₁₅₂₁ △ ₀.₀₃₄₆
₂₉ 汎用機械・専用機械 ₀.₀₂₆₇ ₀.₀₀₇₇ △ ₀.₀₁₉₆ △ ₀.₁₆₄₃ △ ₀.₀₃₇₅
₃₀ 輸送用機器 ₀.₀₂₇₁ ₀.₀₂₄₃ △ ₀.₀₆₁₁ △ ₀.₁₂₆₇ △ ₀.₀₃₅₉
₃₁ 電気機器 ₀.₁₈₅₄ ₀.₀₉₄₉ △ ₀.₀₅₂₉ △ ₀.₁₅₄₂ ₀.₀₀₈₈
₃₂ 通信機器 ₀.₃₃₇₀ ₀.₁₆₀₄ △ ₀.₁₀₇₁ △ ₀.₁₇₃₆ ₀.₀₃₄₃
₃₃ 事務用機器 ₀.₁₁₈₄ ₀.₀₇₁₇ △ ₀.₀₂₁₀ △ ₀.₁₄₉₀ ₀.₀₀₀₈
₃₄ 工芸品その他 ₀.₂₈₉₀ ₀.₀₆₉₂ △ ₀.₀₉₃₃ △ ₀.₁₀₃₁ ₀.₀₁₉₇
₃₅ 電力 ₀.₁₈₃₉ ₀.₀₀₃₂ △ ₀.₀₇₁₆ △ ₀.₀₈₄₇ △ ₀.₀₀₇₆
₃₆ 建築 △ ₀.₀₀₂₂ △ ₀.₀₄₇₇ △ ₀.₀₄₄₆ △ ₀.₀₃₇₂ △ ₀.₀₃₆₃
₃₇ 輸送・郵便 △ ₀.₀₈₄₇ △ ₀.₀₆₆₆ △ ₀.₀₃₇₃ △ ₀.₀₆₁₂ △ ₀.₀₅₉₉
₃₈ 商業 △ ₀.₀₁₃₂ ₀.₀₂₈₃ △ ₀.₀₀₅₄ △ ₀.₀₃₃₇ △ ₀.₀₀₃₅
₃₉ 金融 △ ₀.₀₂₂₀ △ ₀.₁₂₀₀ ₀.₀₀₇₉ ₀.₀₆₅₅ △ ₀.₀₂₁₅
₄₀ 不動産 △ ₀.₂₀₅₂ △ ₀.₀₅₅₁ △ ₀.₀₇₈₂ △ ₀.₀₆₂₇ △ ₀.₀₉₀₂
₄₁ その他サービス ₀.₀₂₆₉ △ ₀.₀₀₃₈ △ ₀.₀₂₆₀ △ ₀.₀₅₉₀ △ ₀.₀₁₇₉

鉱工業平均 ₀.₁₁₆₆ ₀.₀₄₄₉ △ ₀.₀₄₁₅ △ ₀.₁₀₈₃ △ ₀.₀₀₃₉
非鉱工業平均 △ ₀.₀₁₈₂ △ ₀.₀₂₆₅ △ ₀.₀₃₇₄ △ ₀.₀₄₈₃ △ ₀.₀₃₃₄
全産業平均 ₀.₀₄₁₅ ₀.₀₁₅₂ △ ₀.₀₁₄₄ △ ₀.₀₃₆₃ △ ₀.₀₀₁₀

（注）　加重平均によって平均値を算出している。
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　今回の資本ストックおよび資本サービスの推計は，いくつか制約のもとで行われたことを指摘
しておかなければならない。第 ₁に，中国の固定資産投資発表においては，資本財別のデータは
種類的にも年度的にもとても少ないといえる。固定資産の種類は建物・設備の ₂種類に過ぎず，
そうなると資本サービスの質的変化は過小評価の可能性が高くなる。年度的にも₁₉₉₆年以降断続
的に発表したことは測定の不正確性を高める。第 ₂には，中国の統計体制は昔，国有企業に重点
を置いて形成されたため，今なお都市部しか産業別の詳しいデータが得られない。今回，付加価
値などほかの指標との整合性を考え，農村部の産業別固定資産額を推計した。農村部の固定資産
を入れることで資本ストックの規模にも違いが出る

8）
。さらに，この測定を利用した固定資産投資

データは，実績ベースの投資額であり，SNAが要求している資本形成額ではない。中国で，資
本形成額の産業別データが入手できないため，いくつかの先行研究では，実績ベースの投資額の
産業配分比率を使って資本形成額を按分している（例えば，Y. Duan and C. Yang，₂₀₁₀）。
　資本ストック・資本サービスの測定を通じて資本・労働・技術進歩の中国経済に対するそれぞ
れの貢献度を測ることが本研究の目標であった。今回の測定はあくまで研究過程のワンステップ
に過ぎないが，中国における資本蓄積と経済成長の関係に関して認識をさらに深めたといえる。
　筆者は「中国産業別資本投入の推計（ ₁）」という論文中，速水佑次郎氏が提示した経済発展
の段階説を取り上げ，中国経済発展段階の性格を考えようとした（孟，₂₀₁₂）。実は，速水氏の
段階説は，クズネッツの欧米先進国の経済成長に関する観察に対する問題提起でもあった。「ク
ズネッツは，今世紀中頃に至る₅₀ ～ ₁₀₀年の欧米先進国における ₁人当たり実質所得の長期的成
長率は， ₁～ ₂ ％の範囲に入るものが多く，平均すれば₁.₅％程度である…… ₁人当たり総資本
の成長率は所得の成長率の約 ₇割すなわち年率約 ₁ ％であったと考えられる」（速水，₁₉₉₅）。一
方，氏は「もし，経済成長の主動力が，物的資本の蓄積ではなく総合生産性によって代表される
広い意味での技術進歩であるとするなら，途上国の所得水準を向上させるには，政府の介入に
よって貯蓄・投資率を増加させる政策より，教育や研究などにより労働や資本の質を向上させ，
それらを有効に組み合わせて全体としての生産性を向上させる手段を探求すべきである。だが，
欧米先進国の近代経済成長における歴史的経験がそのまま現在の途上国に適応され得るであろう
か」という疑問を提示した。さらに，氏は社会主義体制下のソ連と第 ₂次世界大戦前の日本を取
り上げた。前者は政府の計画と指令により強蓄積を遂行し，超高度成長の実現を目指したが，高

 ₈）　段玉文・楊翠紅（中国科学院数学・システム研究所）両氏の資本ストック計測結果との比較は次のとお
りである。段・楊の計測結果について，（Y. Duan and C. Yang, n.d.）を参照されたい。

資本ストック推計結果の比較
� （億元）　

年 段・楊 今回の推計

₁₉₉₇  ₉₇,₃₄₈  ₇₁,₁₈₄
₂₀₀₂ ₁₃₆,₀₀₄ ₁₁₈,₆₇₃
₂₀₀₇ ₂₆₁,₀₈₂ ₂₈₉,₈₇₄

（注）　推計値はいずれも₁₉₉₂年価格。
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い工業化段階に達したとき脱却すべき資本蓄積依存型という罠（速水氏は「マルクス型成長の罠」
と呼んでいる）にとらえられていた。日本は戦前₁₉₁₈ ～ ₃₁年において資本ストックの成長率が所
得のそれを上回るというパターンとなったが，₁₉₃₂年以降および戦後期において資本ストックの
増大が低下し，全要素生産性上昇の貢献が多くなるという「先進段階」に入ることができた。中
国は，資本蓄積の成長率が経済成長率を上回る期間に入っているという観察事実から，全要素生
産性上昇率の低下へとつながる。こうした投資─資本蓄積主導の成長パターンから脱却し，「先
進段階」に入ることができるか，今後持続的成長を実現するうえでのカギでもある。₂₀₀₉年以降
欧州債務問題が発生して以来，中国政府は限定的な追加対策しか手を打っていない。指導部交代
という政治的敏感期にリスクヘッジが考えられる一方，成長パターン転換を目指す決意も窺える。
今後，労働生産性，全要素生産の測定によってより深い観察がしたい。
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［₂₈］　孟若燕（₂₀₁₂）:「中国産業別資本投入の推計（ ₁）」『三田商学研究』第₅₅巻 ₂ 号
［₂₉］　山本恒人（₂₀₀₃）: 「中国における農民工の規模とその存在形態」『大阪経大論集』第₅₄巻第 ₂号
［₃₀］　渡邉真理子（₂₀₁₁）: 「第 ₇章 金融の制度と運用」加藤弘之・上原一慶編著『現代中国経済論』ミネルヴァ

書房


